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１．総合戦略の位置づけ 

「三重県まち･ひと･しごと創生総合戦略（仮称）」は、平成 26（2014）年 11 月に制定

された「まち･ひと･しごと創生法」に基づき策定するもので、三重県における人口の現状

と将来展望を示す「三重県人口ビジョン（仮称）」を踏まえ、本県の人口減少の課題に的

確に対応するとともに、地域の自立的かつ持続的な活性化を図るため、現状と課題、めざ

す姿、今後５年間（平成 27（2015）年度～平成 31（2019）年度）の目標や基本的な取組

方向等を示すものです。 

 

２．県の役割 

人口減少に関する課題に取り組み、地域の自立的かつ持続的な活性化を実現するには、

すべての県民、関係者等が自らの地域と人口減少に関わる現状と課題を正しく理解し、め

ざすべき姿を共有した上で、アクティブ・シチズン1としてより一層の協創を進めること

が重要です。このため県は、本戦略に基づく取組を着実に推進するとともに、積極的な情

報発信やさまざまな立場の人や組織を結びつける取組を進めます。 

また、県の有する専門性やネットワークなどを生かし、市町の取組の補完・支援を行う

とともに、市町の境を越える広域的な取組を推進していきます。 

さらに、県の総合戦略と市町の総合戦略が車の両輪となり、相乗効果を発揮して、地域

全体の魅力を高めていくことができるよう、市町と緊密な連携・協力を進め、総合調整を

図ります。 

 

３．人口の現状 

（１）県全体の人口動態 

・本県の総人口は、平成 19（2007）年の約 187 万３千人をピークに減少に転じており、

平成 26（2014）年 10月１日現在の人口は、約 182万人となっています。 

・生産年齢人口2は、平成７（1995）年にピークを迎え、以降、減少に転じています。ま

た、年少人口3は戦後、第１次ベビーブームと第２次ベビーブームの時を除いて一貫し

て減少を続けています。老年人口4は、一貫して増加を続けており、1990 年代後半に

は年少人口を上回っています。 

・北中部地域5の人口は、平成 20（2008）年の約 152万人をピークに減少に転じており、

平成 26年（2014）年 10月１日現在の人口は、約 149万人となっています。 

 

                                                   
1 社会における自らの役割と責任を自覚し、積極的に社会に参画する住民をあらわす言葉。 
2 生産活動に従事しうる年齢の人口で、15～64歳の人口。 
3 0～14歳の人口。 
4 65歳以上の人口。 
5 津市、四日市市、松阪市、桑名市、鈴鹿市、名張市、亀山市、いなべ市、伊賀市、木曽岬町、東員町、菰野

町、朝日町、川越町、多気町、明和町 
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してきましたが、近年上昇が減速しています。また、有配偶者出生率は、平成２（1990）

年を底にゆるやかな上昇傾向にあります。本県においても、平成 12（2000）年と平成

22（2010）年を見てみると、男女の未婚率、有配偶者出生率ともに上昇していますが、

全国的にみると、本県は未婚率は低い一方で、有配偶出生率が低い傾向にあります。 

・第 3回「みえ県民意識調査」によると、20～30歳代の未婚者の８～９割が「いずれ結

婚するつもり」と回答するなど、若い方の多くは結婚を希望していますが、結婚して

いない理由を聞いたところ、「出逢いがない」「理想の相手に出逢えていない」「収入

が少ない」が上位を占めています。また、理想の子どもの数の平均が 2.5人であるの

に対し、実際の子どもの数の平均は 1.6人に止まっています。 

・本県の自然減の要因については、未婚化や晩婚化の影響に加え、結婚しても子供を産

み育てにくい環境が背景にあると考えています。さらに分析を深めるため、客観的な

統計指標の動きだけではなく、県民の意識などの変化を継続的に把握することが重要

です。 

 

（３）社会減の現状と要因分析 

・社会増減については、戦後から昭和 46（1971）年までは一貫して社会減でしたが、そ

の後は平成 10（1998）年までは社会増の傾向が続き、平成 11（1999）年以降現在まで

は社会減の傾向が続いています。 

・近年は転出超過数が増加する傾向にあり、直近 3年間（平成 24（2012）～平成 26（2014）

年）の転入数の平均は２万７千人、転出数の平均は３万人で、約３千人の転出超過と

なっています。その内訳をみると、年齢別では男女ともに、15～29 歳の転出超過が大

きくなっています。また、転出先では東京圏、中部圏及び関西圏への転出超過となっ

ています。 

・一方、第４回県民意識調査の結果によると、「親の世帯から離れて暮らしたことがあ

る」方について、初めて離れた直後の居住地は、県外が 50.0％、県内が 48.0％であ

り、その理由は、「結婚」が 36.8％で最も高く、次いで「就職・転職・転勤など」（27.2％）、

「入学・進学」（18.6％）となりました。人口減少の進展が著しい東紀州地域や伊勢

志摩地域については、「就職・転職・転勤など」と「入学・進学」を合わせると５割

を超えます。 

・また、県内の大学進学者のうち約８割が県外の大学に進学し、また、県内の大学卒業

者のうち約５割が県外に就職しています。 

・こうしたことから、本県の社会減の要因については、近年は就職や大学等への進学と

いったことが背景にあると考えられます。自然減同様、分析を深めるため、転出入者

の属性別の経年変化等の詳細なデータを、継続的に把握することが重要です。 

 

（４）人口減少及び人口構成の変化がもたらす課題 

・経済の供給面では、生産年齢人口の減少に伴う供給制約から、経済の低迷などが懸念

されます。 
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るなど取組を推進してきたところですが、人口の減少に歯止めがかかっていない状況

にあります。 

近年の人口移動の状況を見ると、15 歳から 29 歳の転出超過が大きく、大学等への

進学や就職などが背景にあると考えられることから、県内の若者が、三重県で「学び

たい」、「働きたい」という希望がかなうよう取り組んでいきます。 

また、県内の若者に限らず、幅広い年齢層で転職などによる人口移動も大きいと考

えられることから、しごとの創出や産業の育成を進めるとともに、働く場の魅力向上

や選択肢拡大に資する取組を進めることで、県内での就労促進につなげていきます。 

その際、三重ならではの観光資源や地域固有の資産を磨き上げ、活用し、交流人口

の増加を図っていく視点も重要です。また、主要国首脳会議「伊勢志摩サミット」の

開催を、国際観光地としてのレベルアップだけでなく、本県の知名度や地域の総合力

の向上につなげることで、県内産業の振興や雇用の創出、持続的な地域の活性化を図

っていきます。 

さらに、県内外の人々に三重県で「暮らしたい」という思いを持っていただくとと

もに、Ｕ･Ｉターンなど暮らし続けることができるようにすることも重要であり、地

域における安全・安心の確保、魅力の向上など、暮らしに関わるさまざまな分野で対

策を進めていきます。 

このように、県外への流出抑制と県内への流入促進を図るため、「学ぶ」「働く」「暮

らす」のライフシーンごとに、社会減対策に取り組んでいきます。 

 

（３）協創の推進 

人口減少が進む中で地域の魅力を高め、めざす姿を実現するためには、県だけでな

く、地域のさまざまな主体が持てる力を発揮し、連携・協力しながら、地域の課題解

決に向けて一丸となって取り組む必要があります。 

県民の皆様とも認識を共有しながら、協創の取組を進め、新しい人の流れを創るこ

とで、地域の魅力・活力が高まるとともに、人々の地域への愛着が深まり、地域をよ

り良くしようとする取組が一層活発になります。こうした協創の好循環を創り出すこ

とで、最終的なめざす姿である「県内外のさまざまな人から選ばれ、人々の交流が深

まり、豊かに暮らすことができる三重」を具現化していきます。 

そして、こうした三重の姿が、『希望がかない、選ばれる三重』であり、みえ県民

力ビジョンの基本理念に掲げた「県民力でめざす『幸福実感日本一』の三重」の実現

につながると考えています。 

 

５．戦略推進の基本的な視点 

総合戦略の推進にあたっては、国の「まち･ひと･しごと創生」政策 5原則を踏まえると

ともに、本県独自の視点に基づいて取組を展開します。 

（１）国の「まち･ひと･しごと創生」政策５原則 

①自立性 
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各施策が一過性の対症療法的なものにとどまらず、構造的な問題に対処し、地域・

民間事業者・個人等の自立につなげます。 

②将来性 

自主的かつ主体的に、夢を持って前向きに取り組むことを支援します。 

③地域性 

各地域の実態に合った施策を支援します。 

④直接性 

最大限の成果を上げるため、ひとの移転・しごとの創出やまちづくりを直接的に支

援する施策を集中的に実施します。 

⑤結果重視 

ＰＤＣＡメカニズムの下、具体的な数値目標を設定し、効果検証と改善を実施しま

す。 
 

（２）県独自の視点 

①「攻めの対策」と「守りの対策」 

人口減少の抑制をめざす「攻めの対策」とともに、今後数十年にわたり継続する人

口減少及び人口構成割合の変化への適応をめざす「守りの対策」に取り組み、県民が

安心して暮らし続けられる三重を実現します。 

②緩和と適応（「定量的な側面」と「定性的な側面」） 

人口減少への対応は、二つの側面から取り組む必要があります。 

一つは定量的な側面であり、人口減少の抑制や交流人口の増加を進めることで、地

域経済の縮小という人口減少がもたらす「負のスパイラル」から脱却すること、或い

は、少なくとも人口減少の影響が緩和されることをめざします。 

もう一つは定性的な側面であり、自らが望む場所で暮らし続けることは、郷土愛を

育み、地域に対するアイデンティティを高めますが、そのことが、住民自らの地域を

良くしようとする行動を促し、地域の大切なものがより良い姿で引き継がれ、次世代

の希望につながる、こうした地域運営の「正のスパイラル」を創りあげることをめざ

します。 

③「三重県らしさ」と「三重県ならでは」 

豊かな自然環境や観光資源に恵まれているほか、食に関わるブランドを多数抱え、

ものづくり県としての強みがあるなどが本県の強みです。一方、高次の都市機能が相

対的に弱くなっていることや県南部に地理的・経済的に不利な条件にある地域が多い

こと、大学収容力指数8が全国 45位（平成 26（2014）年度）と低くなっていることな

                                                   
8 大学収容力指数＝県内外からの県内大学への入学者数 / 前年度に県内高等学校を卒業した者のうち国内大

学への入学者数×100 
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どは、本県の弱みです。これらのことを踏まえ、「三重県らしさ」を意識するととも

に、他県との差別化の武器となる「三重県ならでは」を追求します。 

また、「伊勢志摩サミット」の開催は千載一遇のチャンスであり、サミットを一過

性のものとしないよう、交流人口の増加、さらには移住・定住の促進につなげていき

ます。 

④「量」の拡大と「質」の向上 

課題の解決においては、取組にかかる事業費や事業量といった「量」の拡大のみを

めざすのではなく、その効果や効率性、経済性といった「質」の向上もめざした検討

を行います。 

⑤条件不利地域への対応 

人口減少による過疎・高齢化が進展し、地理的、経済的に不利な条件にある地域等、

地方創生を推進するうえで、そうした地域の特性を踏まえた特段の配慮が求められま

す。地域コミュニティの維持が極めて厳しい状況になっている中山間地域などは、市

町等の主体的な取組に対する県の支援が重要となっています。特に、北中部地域と比

較し人口減少率の大きい南部地域については、これまでの県の南部地域活性化の取組

を踏まえた対応が必要です。 

⑥人づくりと戦略的な広報 

中長期的に本県が他県との差別化を図りながら自立的に発展していくには、今と次

代を担う「人づくり」の視点が重要となります。また、現状と課題、めざす姿、成果

をすべての県民及び関係者等と共有するとともに、県内外のさまざまな立場の人に本

県の魅力を伝えるには、「戦略的な広報」の視点が不可欠となります。 

⑦「県内圏域」「県境」「分野」を越えた連携 

政策パッケージの構築にあたっては、政策効果を高めるため、「県内圏域」「県境」

「分野」を越えた連携を進めます。 

⑧将来に夢や希望を持つことができる環境整備 

県民の皆様一人ひとりの状況はさまざまであり、例えば、貧困や孤立、病気など、

日々の生活の中で大きな不安や問題を抱え、夢や希望を持つこと自体が難しい方や自

らの力では社会に参画することが困難な方もいます。県民の皆様が、将来に夢や希望

を持つことができいきいきと活動できるよう、環境整備等を進める必要があります。 

⑨アクティブシチズン 

地域の活性化を図り、人口減少に歯止めをかけるためには、県民の皆様に、アクテ

ィブシチズンとして積極的に地方創生の取組に参画していただくことがとても重要

です。アクティブシチズンとして、自らの夢や希望の実現をめざす中で、主体的に社

会づくりに関わっていただくことで、地域の魅力や住みやすさの向上、さらには、自

分自身の自己実現や生きがいにもつながります。 
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②基本的な取組方向と取組内容について 

 

 

結婚・妊娠の希望をかなえるためには、子ども・思春期から、家庭生活や家族の大

切さなどについて考え、妊娠・出産には適齢期があること等の医学的に正しい情報を

理解することが必要です。また、すべての子どもが豊かに育つことのできる三重の実

現に向けては、障がいの有無や生まれ育った家庭環境に関わらず、地域社会の支えも

受けて、経済的、物質的のみならず、精神的にも、人間関係の上でも豊かに育つこと

ができるよう取組を進める必要があります。 

このため、『ライフステージ１ 子ども・思春期』として、「１ ライフプラン教育の

推進」、「２ 子どもの貧困対策」、「３ 児童虐待の防止」、「４ 社会的養護の推進」の

４つの基本的な取組方向を掲げ、対策を進めていきます。 

１ ライフプラン教育の推進 

①幼児、小中高生向けの教育 

②大学生、学卒後の若者向けの普及啓発 

 

２ 子どもの貧困対策 

①「三重県子どもの貧困対策計画（仮称）」の策定 

②学習支援 

④生活相談、支援 

⑤進学の支援 

※ ③ひとり親の就業支援は「ライフステージ４ 子育て」に記載しています。 

 

３ 児童虐待の防止 

①望まない妊娠への対応 

②虐待があった家族への支援 

③市町の児童相談体制の強化 

④関係機関の連携強化 

 

４ 社会的養護の推進 

①里親委託の推進 

②里親の養育技術の向上 

③施設整備の促進 

④施設の職員体制の充実や人材育成 

 

 

 

ライフステージ１ 子ども・思春期 
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結婚の希望をかなえるには、出逢いの支援や若者の安定した経済基盤の確保が求め

られています。 

このため、『ライフステージ２ 若者／結婚』として、「５ 若者の雇用対策」、「６ 出

逢いの支援」の２つの基本的な取組方向を掲げ、対策を進めていきます。 

５ 若者の雇用対策 

①不本意非正規雇用者への支援 

②企業への啓発 

③若者と企業とのマッチング 

④農林水産業への就業支援 

⑤南部地域市町への支援 

 

６ 出逢いの支援 

①結婚を希望する方への情報提供 

②結婚支援に取り組む市町、団体の支援 

③南部地域の出逢いの場づくり支援 

④企業の結婚支援の取組支援 

 

 

 

晩婚化の進展に伴い、子どもを希望しても授かれずに悩む夫婦が増えているほか、

母体や胎児に何らかの危険が生じる可能性が高い妊産婦や、低出生体重児に対する医

療需要が増大しています。また、妊産婦や育児中の親等の孤立が問題となっており、

特に出産直後の悩みや孤立感は第２子以降の出生行動に影響を与えるという指摘も

あり、妊娠・出産期の方に対する支援を進める必要があります。 

このため、『ライフステージ３ 妊娠・出産』として、「７ 不妊に悩む家族への支援」、

「８ 切れ目のない妊産婦・乳幼児ケアの充実」、「９ 周産期医療体制の充実と在宅で

の療育・療養支援」の３つの基本的な取組方向を掲げ、対策を進めていきます。 

７ 不妊に悩む家族への支援 

①相談や情報提供 

②経済的支援 

③企業における休暇制度の導入の働きかけ 

 

８ 切れ目のない妊産婦・乳幼児ケアの充実 

①市町の母子保健サービスの取組支援 

②市町の産後ケアの取組支援 

ライフステージ２ 若者／結婚 

ライフステージ３ 妊娠・出産 
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９ 周産期医療体制の充実と在宅での療育・療養支援 

①人材の確保・育成 

②総合的なネットワーク体制の構築 

③ハイリスク分娩への対応 

④重症新生児への高度・専門的医療の提供 

※ ⑤在宅での療育・療養支援は「ライフステージ４ 子育て」に記載しています。 

 

 

 

妊娠・子育ての希望をかなえるためには、共働きの子育て家庭を対象とした保育サ

ービスの提供による就労支援が必要です。また、核家族化の進行に伴い、子育ての負

担感や不安感が増大していることから、就労の有無にかかわらず、専業主婦（夫）家

庭も含めたすべての子育て家庭を支える取組が必要となっています。さらに、妊娠や

出産、子育ては男性も大きく関係する問題であり、人や企業、地域社会の意識が変わ

るよう取組を進めていく必要があります。 

このため、『ライフステージ４ 子育て』として、「10 保育・放課後児童対策などの

子育て家庭の支援」、「11 男性の育児参画の推進」、「12 発達支援が必要な子どもへの

対応」の３つの基本的な取組方向を掲げ、対策を進めるとともに、あわせて「２ 子

どもの貧困対策」の「③ひとり親の就業支援」や、「９ 周産期医療体制の充実と在宅

での療育・療養支援」の「⑤在宅での療育・療養支援」にも取り組んでいきます。 

10 保育・放課後児童対策などの子育て家庭の支援 

①保育士の確保と処遇改善 

②低年齢児保育の拡充 

③病児・病後児保育の拡充 

④放課後児童クラブや放課後子ども教室の充実 

⑤子どもの「生き抜いていく力」の育成 

⑥孫育てなど地域の子育て支援 

 

11 男性の育児参画の推進 

①普及啓発、情報提供 

②人材の育成 

③企業等への働きかけ 

 

12 発達支援が必要な子どもへの対応 

①三重県こども心身発達医療センター（仮称）及び併設する特別支援学校の整備 

②市町の取組支援 

③発達障がい児等に対する支援ツールの導入促進 

 

ライフステージ４ 子育て 
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②基本的な取組方向と取組内容について 

 

 

住民基本台帳によると、近年の 15歳から 19歳の転出超過数が、転出超過全体の約

２割～３割を占める中で、県内の大学進学者のうち８割が県外に進学9していること

などから、大学への進学などが転出超過の大きな要因の一つであり、合わせて、県内

大学卒業生の県内就職率が５割を下回っていることなどから、学びの選択肢の拡大や

県内高等教育機関の魅力向上、若者の県内への就職を促進する必要があります。また、

子どもたちが能力を最大限に発揮できるよう、学力・体力向上やキャリア教育の充実

などにも取り組む必要があります。 

このため、ライフシーン１「学ぶ」として、「13 若者の県内定着の促進」、「14 子

どもの育成と人口減少に対応する教育体制の確保」の２つの基本的な取組方向を掲げ、

対策を進めていきます。 

13 若者の県内定着の促進 

①郷土教育の推進 

②高校生の地域活性化の取組への参画 

③学びの選択肢拡大 

④県内高等教育機関の魅力向上・充実 

⑤奨学金を活用した県内定着支援 

⑥Ｕ･Ｉターン就職の促進 

⑦キャリア教育を通じた県内定着の促進 

⑧アスリートの県内定着推進 

⑨南部地域市町への支援 

 

14 子どもの能力の育成と人口減少に対応する教育体制の確保 

①学力の向上 

②グローバル人材育成の推進 

③キャリア教育の充実 

④コミュニティ・スクール等の推進 

⑤子どもの体力向上 

⑥ＩＣＴを活用した分かりやすい授業の推進 

⑦子どもの学びの場の拡大 

⑧子どもの「防災力」の育成 

⑨ジュニア・少年選手の競技スポーツ水準の向上 

 

 

                                                   
9 県内高校卒業生の県内大学への進学率が約 2割、平成 26 年度の本県の大学収容力指数は 45.0（全国 45位）。 

ライフシーン１ 学ぶ 
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住民基本台帳によると、近年の 20歳から 29歳の転出超過数が、転出超過全体の約

６割を占めていることから、若者の就職時における県外流出が大きな課題となってい

ます。また、幅広い年齢層で、転職等による人口移動が、社会増減に大きな影響を与

えていると考えられます。 

本県は、一人当たり製造品出荷額等が全国一位であり、日本経済を牽引する電子部

品・デバイス、輸送用機械産業を基幹産業として抱えるとともに、北勢地域を中心に

高度部材関連企業の高い集積を有するなど、ものづくり県としての強みがあり、こう

した強みを生かして雇用の場を創出し、県内への定住促進につなげいく必要がありま

す。また、海山の幸に恵まれ、「食」に関するブランドや資源を多く有している強み

を生かし、その生産・加工・流通・販売等を通じた農林水産業の６次産業化や第１次

産業から第２次産業、第３次産業までが一体となった産業振興を図ることにより、新

たな雇用を創出していく取組が必要です。さらに、伊勢神宮をはじめ世界遺産の熊野

古道、国内有数の複合リゾート施設やテーマパーク、海女、忍者等の観光資源に恵ま

れているという本県の強みを雇用の創出につなげるため、観光関連産業の育成や日本

版ＤＭＯ10を核とする観光地づくり、ビッグデータ等を活用したマーケティング、地

域ブランドの構築など、観光の産業化を進めることも必要です。平成 28 年度に伊勢

志摩で開催される主要国首脳会議（サミット）の機会を生かし、本県の知名度を向上

させ、国際観光地としてレベルアップを図るとともに、ＭＩＣＥ11の誘致などに取り

組むことが重要です。また、政府関係機関の地方移転については、地方自治体の政策

の一層の推進や地域が抱える課題の解決に資するだけでなく、雇用の創出や働く場の

選択肢の拡大にもつながるものであり、地方創生の観点から、積極的に本県への移転

誘致を進めることが重要です。 

一方、企業の現場では産業人材の育成・確保が大きな課題となっており、三重県の

産業を根幹から支える、多様なニーズに対応した人材の育成・確保が求められている

ほか、ワーク・ライフ・バランスの推進、性別や年齢、障がいの有無等に関わりなく

能力を発揮できる環境整備などに取り組んでいく必要があります。 

このため、ライフシーン２「働く」として、「15 しごとの創出」、「16 産業人材の

育成」、「17 働く場・働き方の質の向上」の３つの基本的な取組方向を掲げ、対策を

進めていきます。 

 

 

                                                   
10 日本版ＤＭＯ（Destination Marketing Organization）は、様々な地域資源を組み合わせた観光地の一体的

なブランドづくり、ウェブ・ＳＮＳ等を活用した情報発信・プロモーション、ビッグデータ等を活用した効

果的なマーケティング、戦略策定等について、地域が主体となって行う観光地域づくりの推進主体。 
11 企業等の会議（Meeting）、企業等の行う報奨・研修旅行（インセンティブ旅行）（Incentive Travel）、国際

機関・団体、学会等が行う国際会議（Convention）、展示会・見本市、イベント（Exhibition/Event）の頭

文字のことであり、多くの集客交流が見込まれるビジネスイベントなどの総称。 

ライフシーン２ 働く 
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15 しごとの創出 

①新規需要の創出（食関連産業等における商品開発、国内外の販路拡大等） 

②産業の多様化（航空宇宙産業、ヘルスケア産業等新産業の創出） 

③観光の産業化 

④サービス産業の高付加価値化・生産性向上 

⑤エネルギー産業の振興 

⑥企業誘致の推進 

⑦中小企業・小規模企業の振興 

⑧農林水産業の振興 

⑨南部地域市町への支援 

⑩政府関係機関の地方移転 

 

16 産業人材の育成 

①多様なニーズに応じた人材育成と多様な人材の確保（航空宇宙産業、ヘルスケア産業、 

農林水産業、建設業、運輸業等） 

 

17 働く場・働き方の質の向上 

①ワーク・ライフ・バランスの推進 

②企業等による地域子育ての活発化 

③多様な働き手の活躍の場の創出 

 

 

 

暮らしを営む場としての、地域における安全・安心の確保や魅力の向上を図るとと

もに、地域の良さを発信していくため、暮らしに関わるさまざまな分野において取組

を進める必要があります。 

首都圏等においては、地方への移住やＵ･Ｉターンに対するニーズが高まってきて

おり、市町等の取組とも連携しながら、移住希望者等のニーズに的確に対応する必要

があります。また、全ての県民が、医療や福祉・介護、買い物、生活交通などのサー

ビスが確実に受けられ、安全・安心な生活環境が確保されていることが重要です。さ

らに、本県では、多様な地域課題に対し、ＮＰＯや様々な地域づくり団体が活発な活

動を展開しており、「支え合い社会」に向けた基盤づくりが進んでいることから、さ

まざまな主体との連携を一層進めていく必要があります。 

さらに、山・川・海の豊かな自然、農山漁村の暮らしや食文化、街道を通じた人・

もの・情報の交流が育んだ歴史や伝統文化、日本を牽引する産業や先端技術の集積な

ど、多彩な地域資源を有している本県の強みを最大限に生かし、地域の魅力を国内外

に強力に発信することで、交流人口を増やし、定住人口の増加につなげていく必要が

あります。その際、主要国首脳会議（サミット）を一過性のものとするのではなく、

ライフシーン３ 暮らす 
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開催後の地域の活性化や総合力の向上につなげていくため、豊富な地域資源を生かし

て国内外からの来訪者を迎える「おもてなし」の取組やサミットの経験を「明日へつ

なぐ」取組を、県民と一体となって進めることも重要です。 

このため、ライフシーン３「暮らす」として、「18 総合的な移住の促進」、「19 暮

らしの安全・安心の確保」、「20 いきいきと豊かに暮らせる地域づくり」、「21 地域資

源の活用による交流人口の拡大」の４つの基本的な取組方向を掲げ、対策を進めてい

きます。 

18 総合的な移住の促進 

①首都圏におけるワンストップ窓口の設置による移住相談体制の確立と活用 

②Ｕ･Ｉターンニーズに対応した仕事情報の一元化 

③空き家のリノベーションへの支援 

 

19 暮らしの安全・安心の確保 

①医療、福祉・介護等サービスの維持・確保 

②健康寿命の延伸に向けた健康対策の推進 

③地域防災力の向上 

④犯罪や交通事故のない安全・安心な生活環境の確保 

⑤自然環境の確保と魅力的な地域づくり 

 

20 いきいきと豊かに暮らせる地域づくり 

①生活交通でのバリアフリーの推進 

②公共交通の確保と活用 

③コンパクトなまちづくりの推進 

④さまざまな主体による地域づくり等への支援 

⑤中山間地域・過疎地域等への支援 

 

21 地域資源の活用による交流人口の拡大 

①戦略的なプロモーションの推進 

②自然、歴史・文化、食、スポーツなど、地域資源を活用した交流促進 

③南部地域市町への支援 

④サミットの開催を契機とした地域の活性化 
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めざす姿 

 家庭生活や家族の大切さ、妊娠・出産や性に関する医学的知識等の習得が子どもたち

を含めた若い世代の間に広がり、自らのライフプランを考える基盤ができています。 

 

指標名  現状値  31年度 

ライフプラン教育を実施

している市町数※ 
  

県立高等学校において、ラ

イフプランや結婚、妊娠・

出産や性、子育て等につい

ての専門医等による講演

会、保育実習等を実施した

割合 

  

※小中学生を対象に、妊娠・出産や性に関する医学的知識を持ち、自らの人生について考えることができる
人を育てるためのライフプラン教育を実施している市町数（県健康福祉部子ども・家庭局調べ） 

現状と課題 

■核家族化が進行し、地域の結びつきも弱くなる中、子どもたちが、家庭を築くことや

家庭生活や家族の大切さなどについて考える機会が少なくなっています。 

■妊娠や出産に関して、不妊の原因の半分は男性にあるということや、医学的見地から

妊娠・出産には適齢期があること※１は十分に知られていません※２。結婚や妊娠・

出産などについては個人の考え方や価値観が尊重されることが大前提ですが、医学的

に正しい知識を知らないことにより、結果として妊娠・出産の希望がかなわないこと

は避ける必要があります。 

■これらのことから、子どもたちを含めた若い世代に、妊娠・出産や性に関する医学的

に正しい知識を習得し、自らのライフプランを考える機会を提供することの必要性が

高まっています。県では、小中学生を対象に乳児ふれあい体験を行う市町や中学生へ

のライフプラン教育を行う市町を支援するとともに、成人式においても啓発を行って

います。また、高校生を対象に、保育体験の機会を充実させ、ライフプランや結婚、

妊娠・出産や性、子育て等をテーマとした講演会を開催しています。 
※１ 女性の卵細胞は年齢とともに老化し、35歳前後から妊娠力が下がり始め、40 歳を過ぎると妊娠はか

なり難しくなります。また、流産や出産時のリスクも高くなります。ホルモンバランスがよく、子宮や
卵巣の問題が少なく、心身、卵巣機能、卵細胞が元気な妊娠・出産の適齢期は女性にとって 25歳から
35 歳前後と言われています。さらに男性も年齢とともに精子の数や運動能力の低下があると言われて
います。 

※２ 内閣府「母子保健に関する世論調査」（平成 26年 7月）によると、20 歳代の 16.4％は、女性の年齢
によって妊娠しやすさに違いがあることを「知らない」と回答。また、日本の妊娠にかかわる知識の習
得度は先進国の中で低い水準にあるとの調査結果もあります。 

他の主体に期待する主な役割 

■県民は、親子のふれあいや地域のつながりを大切にし、子どもたちが自己肯定感を高

め、家族観を醸成できるよう努めます。 

〔ライフステージ１ 子ども・思春期〕 

1 ライフプラン教育の推進 

重要業績評価

指標（ＫＰＩ） 
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■市町及び市町教育委員会は、連携して子どもたちの実情に応じたライフプラン教育に

努めます。 

■国は、ライフプラン教育事業の取組に対する支援に努めます。 

 

対応方針 

■幼児が生活を通して家族の愛情に気付き、家族を大切にしようとする気持ちが育つ取

組を進めます。 

■小中学生が乳児への愛着を育んだり家族観を醸成できるよう努め、中学生へのライフ

プラン教育を推進します。 

■家庭生活と家族の大切さや家族の役割を考える教科等の教育活動の充実を図ります。 

■高校生が家庭を築くことや子育てに関する意義を考え、妊娠・出産や性に関する医学

的知識等を正しく身につける取組を進めます。 

■大学生に対して妊娠・出産や性に関する正しい知識が身に付くよう、普及啓発を進め

ます。 

■企業の若手職員など卒業後の若者が、妊娠・出産や性に関する正しい知識が身につく

よう普及啓発を進めるとともに、ライフプランとキャリアプランについて考える機会

を提供します。 

 

取組内容 

① 幼児、小中高生向けの教育 

○公立幼稚園の教員等を対象に、幼児が生活を通して家族の愛情に気付き、家族を大切

にしようとする気持ちが育つようにするため、講演会を開催します。 

（教育委員会事務局） 

○各市町や教育委員会等と連携した乳児とのふれあい体験などの取組を進めることに

より、小中学生が乳児への愛着を育んだり家族観を醸成できるよう努めます。また、

中学生へのライフプラン教育を推進します。    （健康福祉部子ども・家庭局） 

○公立小中学校の教員等を対象に、家庭生活と家族の大切さや家族の役割を考える教科

等の教育活動の充実を図るため、講演会を開催します。   （教育委員会事務局） 

○高校生が家庭を築くことや子育てに関する意義を考え、妊娠・出産や性に関する医学

的知識等を正しく身につけることができるよう、保育体験の機会充実やライフプラ

ン、結婚、子育て等をテーマとした講演会の開催等に取り組みます。 

（教育委員会事務局） 

② 大学生、学卒後の若者向けの普及啓発 

○県内の大学と連携し、大学生に対して妊娠・出産や性に関する正しい知識が身に付く

よう、出前講座等により普及啓発を進めます。   （健康福祉部子ども・家庭局） 

○企業や経済団体等と連携し、企業の若手職員など卒業後の若者を対象として、妊娠・

出産や性に関する正しい知識が身につくよう普及啓発を進めるとともに、アドバイザ

ーの派遣等ライフプランとキャリアプランについて考える機会を提供します。 

（健康福祉部子ども・家庭局） 
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めざす姿 

子どもたちが、生まれ育った家庭の経済状況にかかわらず、教育支援、生活支援、親

への就労支援等によって、夢と希望を持って成長できる環境整備が図られています。 

 

指標名  現状値  31年度 

ひとり親家庭学習ボラン

ティア事業実施市町数 
  

 

◎子どもの貧困対策に関しては、平成 27年度に「三重県子どもの貧困対策計画（仮称）」を策定する予定で

す。ここでは現時点の内容を記載しており、「三重県子どもの貧困対策計画（仮称）」の策定をふまえ、改

定する予定です。 

 

現状と課題 

■平均的な所得の半分を下回る世帯で暮らす 18 歳未満の子どもの割合を示す「子ども

の貧困率」（全国）は平成 24年時点で 16.3％、大人が 1人のひとり親家庭では 54.6％

となっています。（平成 25年国民生活基礎調査） 

■ひとり親家庭の就業を取り巻く環境は依然として厳しく、県内の母子世帯の母の約８

割が就労している一方で、約６割が就労収入 200万円未満という状況です。安定した

雇用と収入の確保に向け、就労支援を強化する必要があります。 

■生活保護世帯の中学生の高校進学率は、一般世帯と比較して低い傾向にあるなど、い

わゆる「貧困の連鎖」の防止に向けて取り組む必要があります。 

■「貧困の連鎖」を断ち切るためにも、子どもの貧困の実態をふまえて対策を推進する

必要があります。 

 

他の主体に期待する主な役割 

■県民は、困難な状況にある子どもたちが温かな関わりの中で、将来の夢や希望を育み

高めていける地域づくりの取組に、積極的に参画します。 

■市町は、福祉の相談現場を担っており、住民に最も身近な存在として、貧困世帯を把

握し、生活の状況とそのニーズを確認し、必要な制度やサービス、機関につなげます。 

■国は、地方公共団体が子どもの貧困対策を企画・立案、実施できるよう、必要な施策

への財政援助や子どもの貧困の実態等を把握・分析するための大規模な調査研究の実

施及び特色ある先進施策事例の情報提供等、適切な支援に努めます。 

 

 

〔ライフステージ１ 子ども・思春期〕・〔ライフステージ４ 子育て〕 

2 子どもの貧困対策 

重要業績評価

指標（ＫＰＩ） 
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対応方針 

■「三重県子どもの貧困対策計画（仮称）」を策定します。 

■家庭の経済的な環境等で子どもの将来が左右されることがないよう、教育の機会均等

を図ります。 

■生活困窮家庭の子どもについて、相談、支援を行います。また、ひとり親家庭等が、

情報交換を行うとともに、互いに相談し支え合える場づくりに取り組みます。 

■ひとり親の就業を支援し、自立支援を行います。 

 

取組内容 

① 「三重県子どもの貧困対策計画（仮称）」の策定 

○子どもの貧困の実態をふまえて、平成 27 年度に「三重県子どもの貧困対策計画（仮

称）」を策定し、対策を推進します。       （健康福祉部子ども・家庭局） 

② 学習支援 

○学校を子どもの貧困対策のプラットフォームと位置づけ、「チーム学校」の考えのも

と、専門的な人材を組織的に活用するため、スクールソーシャルワーカーやスクール

カウンセラー等を効果的に配置するなどして、関係機関等とのネットワークの構築を

図るとともに、地域ボランティアによる学習支援や自尊感情を高める活動を推進しま

す。また、ひとり親家庭、生活困窮家庭の子ども等、支援を要する緊急度の高い子ど

もに対して、学習支援を行います。 

（健康福祉部、健康福祉部子ども・家庭局、教育委員会事務局） 

③ ひとり親の就業支援 

○ひとり親の就業を支援するため、就業相談や職業紹介などを実施するとともに、資格

や技術取得の支援を行います。          （健康福祉部子ども・家庭局） 

④ 生活相談、支援 

○生活困窮家庭の子どもについて、生活保護法または生活困窮者自立支援法に基づき相

談、支援を行います。また、ひとり親家庭等が集い、情報交換を行うとともに、互い

の悩みを打ち明けたり、相談し支え合う場の提供を行います。 

（健康福祉部、健康福祉部子ども・家庭局） 

⑤ 進学の支援 

○母子父子寡婦福祉資金による子どもの進学資金等の貸付を行うとともに、児童扶養手

当の適正な支給を行います。また、生活保護世帯の子どもが、高等学校等に進学する

際には、入学料、入学考査料等を支給します。さらに、三重県高等学校等修学奨学金

の返還猶予については、産休・育休等を理由とする場合を要件に加え、返還猶予を行

います。           （健康福祉部子ども・家庭局、教育委員会事務局） 
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めざす姿 

地域社会全体で児童虐待の未然防止や早期発見・早期対応が進み、虐待被害から子ど

もが守られています。 

 

指標名  現状値  31年度 

児童虐待により死亡した

児童数 
  

 

現状と課題 

■県内の児童相談所における児童虐待相談対応件数は、平成 26 年度は 1,112 件で、3

年連続で 1,000件を超える高い水準で推移しています。 

■虐待者の６割弱が実母で、被虐待児童の約半数が０歳から５歳の乳幼児となっている

など、子育て中の母親に育児をはじめとするさまざまなストレスがかかることが虐待

を誘発している現状があります。特に、生命の危険を伴う乳児への虐待においては、

望まない妊娠など妊娠期からのリスクが大きな要因となっており、虐待予防に向け

て、医療と保健、福祉との一層の連携強化が課題です。 

■虐待通告時の初期対応の的確性を高めるために開発したリスクアセスメントツール

に加え、初期対応以降における児童・家庭への的確な支援を行うためのニーズアセス

メントの開発を行いましたが、今後は両ツールの運用の定着を図っていく必要があり

ます。 

■市町における児童相談体制の強化に向けて、引き続き、定期協議の充実を図るなどし

ながら、市町においてその規模、実情に応じた体制、取組が実現できるよう支援を行

うことが必要です。 

 

他の主体に期待する主な役割 

■医療機関は、被虐待児が、虐待行為により骨折や火傷等の医学的な症状を呈するに至

ったケースについて、医学的な証拠の保存及び児童相談所又は警察への通告・通報等

の適切な対応に努めます。また、望まない妊娠により悩んでいる方のための相談・援

助に努めるとともに、市町と連携し、出産・育児への支援に取り組みます 

■市町は、児童相談の第一義的な窓口であることから、児童虐待の迅速かつ適切な初期

対応等の向上に取り組みます。また、関係機関の円滑な連携・協力を確保するため、

市町要保護児童対策地域協議会の体制強化に努めます。 

 

 

〔ライフステージ１ 子ども・思春期〕 

3 児童虐待の防止 

重要業績評価

指標（ＫＰＩ） 
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対応方針 

■妊娠期からの虐待予防に向けて、望まない妊娠など予期せぬ妊娠に対する適切な支援

を行うとともに、望まない妊娠の予防に向けた取組を推進します。併せて、市町、医

療機関等との連携により特定妊婦を早期に把握し、必要な支援を行います。 

■児童虐待への的確な初期対応とともに、その後の再発防止、家族の再統合など家族支

援に向けた適切なアセスメントを行い、関係機関による支援を的確に実施します。 

■市町の児童相談体制の強化に向け、市町職員の相談対応スキルの向上が図られるよ

う、人材育成支援の取組を充実します。 

■市町をはじめとする関係機関の連携強化を図るため、市町要保護児童対策地域協議会

の運営強化に向けた各市町の取組を支援します。 

 

取組内容 

① 望まない妊娠への対応 

○妊娠期からの虐待予防に向けて、引き続き望まない妊娠など予期せぬ妊娠に対する電

話相談窓口の周知を行うとともに、望まない妊娠の予防に向けた取組を推進します。

併せて、市町、医療機関等との連携により特定妊婦を早期に把握し、必要な支援を行

います。                    （健康福祉部子ども・家庭局） 

 

② 虐待があった家族への支援 

○児童相談所の法的対応や介入型支援を強化するとともに、児童虐待への的確な初期対

応と、その後の再発防止、家族の再統合など家族支援に向けた適切なアセスメントを

行い、関係機関による支援を的確に実施します。  （健康福祉部子ども・家庭局） 

 

③ 市町の児童相談体制の強化 

○市町の児童相談体制の強化に向け、市町との定期協議の充実を図るなど市町職員の相

談対応スキルの向上が図られるよう、人材育成支援の取組を充実します。 

（健康福祉部子ども・家庭局） 

 

④ 関係機関の連携強化 

○市町をはじめとする関係機関の連携強化を図るため、市町要保護児童対策地域協議会

の運営強化に向け、専門的な助言を行うアドバイザーを派遣するなど各市町の取組を

支援します。                  （健康福祉部子ども・家庭局） 
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めざす姿 

社会的養護を必要とする子どもが、できる限り家庭的な環境で養育されるよう、「三

重県家庭的養護推進計画」（平成 27 年度～41 年度）に基づき、児童養護施設、乳児院

の本体施設の小規模化及び小規模グループケア化、施設のない地域への分散化、及び里

親・ファミリーホームへの委託が進んでいます。 

 

指標名  現状値  31年度 

里親・ファミリーホームで

ケアを受けている要保護

児童の割合 

  

グループホームでケアを

受けている要保護児童の

割合 

  

 

現状と課題 

■虐待や親の養育困難など、さまざまな事情により社会的養護が必要な子どもがいま

す。そうした子どもに「あたりまえの生活」を保障していくため、里親やファミリー

ホームといった家庭養護での養育を優先的に検討するとともに、施設養護において

も、できる限り家庭的な養育環境を提供していく必要があります。 

■本県における社会的養護の現状は、平成 27 年８月現在で、531 人の要保護児童が施

設本体に 385 人、グループホームに 43 人、里親・ファミリーホームに 103 人生活し

ていますが、その割合を 15 年後にはおおむね１：１：１にしていくことをめざし、

今後、施設本体の小規模化（定員 45人以下）・小規模グループケア化、グループホー

ムの創設、及び里親・ファミリーホームへの委託の推進を図っていく必要があります 

 

他の主体に期待する主な役割 

■県民は、里親制度についての関心と理解を深めます。 

■里親は、研修などに参加し、里子への養育技術の向上に取り組みます。 

■児童養護施設などの事業者は、施設整備などを図り、施設の小規模グループケア化に

努めます。 

■国は、養育里親制度や里親委託について正しい理解が増進されるよう、国を挙げた普

及啓発に取り組みます。 

 

 

 

〔ライフステージ１ 子ども・思春期〕 

4 社会的養護の推進 

重要業績評価

指標（ＫＰＩ） 
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対応方針 

■市町や児童養護施設・乳児院（里親支援専門相談員等）との連携を密にし、１中学校

区１養育里親登録をめざして、里親制度を周知し、新たな里親登録者を増やすととも

に、里親委託を推進します。 

■里親に対する相談・交流支援の充実を図るとともに、里親の養育技術の向上等を図り

ます。 

■児童養護施設・乳児院の小規模グループケア化や地域分散化等を推進するため、計画

的に施設整備を促進します。 

■要保護児童の自立支援や家庭復帰に向けて、施設の職員体制の充実や人材育成を支援

します。 

 

取組内容 

① 里親委託の推進 

○市町や児童養護施設・乳児院（里親支援専門相談員等）との連携を密にし、１中学校

区１養育里親登録をめざして、里親制度を周知し、新たな里親登録者を増やすととも

に、里親委託を推進します。           （健康福祉部子ども・家庭局） 

 

②里親の養育技術の向上 

○家庭養護の推進に向け、要保護児童が安定した養育環境で暮らせるように、里親に対

する相談・交流支援の充実を図るとともに、里親に対する研修を充実し、養育技術の

向上等を図ります。               （健康福祉部子ども・家庭局） 

 

③ 施設整備の促進 

○施設養護においても家庭的な養育環境を提供できるように、児童養護施設・乳児院の

小規模グループケア化、グループホームの創設や地域分散化等を推進するため、計画

的に施設整備を促進します。           （健康福祉部子ども・家庭局） 

 

④施設の職員体制の充実や人材育成 

○児童養護施設等に入所している要保護児童の自立支援や家庭復帰に向けて、家族再生

のための親支援、施設の職員体制の充実や職員研修等による専門性の向上を図るなど

人材育成を支援します。             （健康福祉部子ども・家庭局） 
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めざす姿 

若者が安定した経済基盤を確保することができ、経済的な要因で結婚を躊躇すること

が少なくなっています。 

 

指標名  現状値  31年度 

若者が県内に就職した割

合 
  

 

現状と課題 

■平成 25 年の厚生労働白書では、30 歳から 34 歳までの男性の既婚率は非正規雇用

28.5％、正規雇用 59.3％と大きな開きがあり、若い世代で年収 300 万円以下では既

婚率が 10％に満たないという現状となっています。 

■第３回「みえ県民意識調査」によると、若い方の８～９割は結婚を希望しているが、

男性の４割以上が「収入が少ない」ことを結婚していない理由に挙げており、経済的

な要因で結婚を躊躇することがなくなるよう若者の経済基盤の確保が求められてい

ます。 

 

他の主体に期待する主な役割 

■大学等学校関係者は、県内大学等では県内企業への就職を支援するとともに、県外大

学等では三重県へのＵ･Ｉターン就職の支援します。 

■企業は、県内大学やＵ･Ｉターン就職を希望する県外学生などの若者に対して、自社

の魅力の情報発信を行うとともに、若者との交流促進を図ることで、人材の確保に取

り組みます。 

■経済団体は、県内企業が自社の魅力を発信することの重要性や、若者を正規雇用する

ことの重要性についての啓発に努めます。 

■市町は、各地域や地元企業の魅力を発信し、Ｕ･Ｉターン就職を促進します。 

■国は、県や市町が行う若者就労支援事業への支援・連携を行うとともに、国の事業の

充実に努めます。 

 

対応方針 

■若年者の安定した経済基盤の確立に向け、国等関係機関と連携し、「おしごと広場み

え」を拠点として、若年者就労を支援します。 

■若年無業者の自立に向け、国の状況をふまえながら、地域若者サポートステーション

と連携し、自立訓練、就労体験事業を進め、早期の就職につながるよう取り組みます。 

〔ライフステージ２ 若者／結婚〕 

5 若者の雇用対策 

重要業績評価

指標（ＫＰＩ） 
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取組内容 

① 不本意非正規雇用者への支援 

○若年者を対象として、雇用形態に関する正確な知識を得るためのセミナー等を開催す

るとともに、正規雇用への転換を希望する非正規雇用者に対して、正規雇用への転換

を支援します。                        （雇用経済部） 

 

② 企業への啓発 

○県内企業に対して、正規雇用が企業にとっても有益で重要であることを認識、理解し

ていただくための啓発等に取り組みます。            （雇用経済部） 

 

③ 若者と企業とのマッチング 

○「おしごと広場みえ」において中小企業のさまざまな魅力の情報発信や経営者等と若

者との交流促進に取り組むなど、若者と中小企業との一層のマッチングを図ります。 

（雇用経済部） 

 

④ 農林水産業への就業支援 

○若者が安心して農林水産業に参入できるよう、「農林漁業就業・就職フェア」などを

通じた情報の提供や相談会の開催、技術習得の促進と地域への定着を狙いとしたみえ

就農サポートリーダー制度・漁師塾といった取組など、就業・就職に向けた環境づく

りを進めるとともに、就業者等の経営安定を目的とした国の給付金制度の活用などを

促進していきます。                      （農林水産部） 

 

⑤ 南部地域市町への支援 

○「南部地域活性化基金」や「南部地域活性化プログラム」のこれまでの取組を検証し、

その結果を踏まえ施策の充実を図ります。    （地域連携部南部地域活性化局） 
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めざす姿 

結婚を希望する方に出逢いの場がニーズに応じて提供されるとともに、県及び企業・

団体・市町などの多様な主体が、それぞれの立場で結婚支援にかかる取組を推進し、県

内各地域で結婚を支援する体制が整っています。 

 

指標名  現状値  31年度 

出逢いの場の情報提供数※   

結婚支援に取り組む市町

数 
  

 

※「みえ出逢いサポートセンター」等における 1 年間の提供数 

 

現状と課題 

■個人の結婚に対する考え方やライフスタイル、社会経済環境の変化などにより未婚

化、晩婚化が進んでおり、少子化の大きな要因となっています。 

■みえ県民意識調査において、県民全体の幸福感をみると、過去３回の調査でいずれも

既婚の方は未婚の方より幸福感が高いという結果が出ています。 

■このうち、第３回調査（平成 25年度）において、結婚に対する意識を調べたところ、

20～30 歳代の未婚者の８～９割の方が「いずれ結婚するつもり」と回答しており、

結婚に対する希望は若い世代を中心に非常に高くなっています。一方、本県の生涯未

婚率は上昇し続け、平均初婚年齢も年々高くなっているなど、理想と現実の間には深

刻なギャップが生じている状況です。 

■前述の第３回調査において、未婚者に対して結婚していない理由を併せて聞いたとこ

ろ、「出逢いがない」、「理想の相手に出逢えていない」が上位を占めていることから、

結婚を希望する方に対して、これまで以上にさまざまな出逢いの機会に関する情報の

提供が必要であるとともに、地域の企業や市町などが行う結婚支援の取組を活性化さ

せ、社会全体で結婚を望む人を支援する地域づくりを進めることが必要です。 

■これらのことから、県では、県民の結婚の希望をかなえるために「みえ出逢いサポー

トセンター」を設置し、結婚を希望する方やその家族への情報提供や結婚支援に取り

組む市町等への支援を進めています。 

 

 

 

〔ライフステージ２ 若者／結婚〕 

6 出逢いの支援 

重要業績評価

指標（ＫＰＩ） 
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他の主体に期待する主な役割 

■県民は、県内各地で行われる結婚支援イベントなどの取組について、関心と理解を深

めます。 

■事業者は、「みえ出逢いサポートセンター」等を通じて、結婚を希望する従業員に対

する出逢いの場の情報提供等に努めます。 

■市町や商工団体、観光団体などは、「みえ出逢いサポートセンター」から提供される

情報も活用しながら、結婚支援の取組の活性化を図ります。 

■国は、結婚や家族を形成することについて、前向きな機運を醸成するため、メディア

を活用したポジティブキャンペーンに努めます。 

 

対応方針 

■結婚の意義や良さを認識していただく啓発を進めるとともに、結婚を希望する方に、

出逢いの場の情報提供を進めます。 

■市町や商工団体、観光団体などによる結婚を支援する取組の活性化を図ります。 

■南部地域各市町における独身男女の出逢いの場づくりなどに関する取組の支援を行

います。 

■企業による従業員の結婚支援の取組が促進されるよう取り組みます。 

 

取組内容 

① 結婚を希望する方への情報提供 

○結婚を希望する方に、数多くの出逢いの場が提供されるよう、「みえ出逢いサポート

センター」において、各種の情報ツールを活用しながら、県内各地で開催される出逢

いの機会（出逢いイベント等）について積極的に本人や家族に情報提供するとともに、

特に若い人を中心に、結婚の意義や良さを認識していただく啓発等を進めます。 

（健康福祉部子ども・家庭局） 

② 結婚支援に取り組む市町、団体の支援 

○市町や商工団体、観光団体などによる結婚を支援する取組の活性化を図るため、市町

等が行う結婚支援イベントを「みえ出逢いサポートセンター」から情報提供するほか、

円滑な事業実施を支援します。          （健康福祉部子ども・家庭局） 

③ 南部地域の出逢いの場づくり支援 

○南部地域では独身男女の出逢いの場が特に少ないことから、南部地域各市町における

独身男女の出逢いの場づくりなどに関する取組の支援を行います。 

（地域連携部南部地域活性化局） 

④ 企業の結婚支援の取組支援 

○従業員の結婚支援に取り組もうとする企業に対して、その取組の一助となるよう、取

組担当者に対する出逢いの場の情報提供などを行います。 

（健康福祉部子ども・家庭局） 
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めざす姿 

不妊や不育症に悩む夫婦が安心して相談でき、治療が受けられるようになっていま

す。また、男性不妊をはじめとする不妊や不育症に関する正しい知識が県民の間に広が

っています。 

 

指標名  現状値  31年度 

男性不妊治療等、県独自の

全ての不妊治療助成事業

に取り組む市町数 

  

 

現状と課題 

■結婚年齢や妊娠・出産年齢の上昇とともに不妊に悩む夫婦が増えており、不妊治療を

受ける方は増加しています。しかし、特定不妊治療（体外受精・顕微授精）には高額

な治療費がかかり、保険も適用されません。人工授精や不育症についても医療保険が

適用されず、公的な助成制度もありません。 

■不妊の原因の半分は男性にあることが広く知られていないことから、不妊に悩む夫婦

は、まず妻が産婦人科を受診し、妻に原因がないと分かって初めて夫の検査や治療を

行うケースが多いのが現状です。 

■これらのことから、不妊や不育症に悩む夫婦は、経済的な負担を強いられるとともに、

精神的にも不安を抱えていることが多くなっています。 

■県では、平成 26 年度から男性の不妊治療にかかる助成制度を実施し、女性だけでな

く男性も一緒に治療に参加するという意識の高まりや環境づくりを進めています。 

■県民の妊娠・出産についての希望がかなえられるよう、特定不妊治療や不育症治療等

を受けた夫婦に対して費用の一部を助成することにより、不妊や不育症に悩む夫婦を

経済的に支援するとともに、専門的な相談により精神的な負担を軽減する必要があり

ます。 

 

他の主体に期待する主な役割 

■県民は、特定不妊治療や不育症治療等を受けている夫婦に生じている身体的、心理的、

社会的、経済的状況について、関心と理解を深めます。 

■医療機関は、特定不妊治療や不育症治療等を受けている夫婦が、医師の提示する検

査・治療などの選択肢から、自分たちのニーズに適したものを選び、治療の方向性（治

療の開始、継続、中断・中止等）に関して自分たちで判断できるよう的確な対応に努

めます。 

■市町は、特定不妊治療や不育症治療等を受けている夫婦に対し、経済的な負担の軽減

〔ライフステージ３ 妊娠・出産〕 

7 不妊に悩む家族への支援 

重要業績評価

指標（ＫＰＩ） 
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を図るため、治療に要する費用の一部助成に努めます。また、不妊に悩む夫婦の心身

の負担軽減に努めます。 

■国は、特定不妊治療や不育症治療等を受けている夫婦に対する経済的な負担の軽減を

図るため、助成制度の充実に努めます。 

 

対応方針 

■不妊や不育症に関する相談を実施し、不妊や不育症の治療に関する情報提供を行いま

す。 

■特定不妊治療、男性不妊治療および不育症治療への助成に一般不妊治療への助成を加

えた総合的な経済的支援を行います。 

■不妊治療と仕事の両立が可能となるよう、治療に関する正しい知識の普及を通じた周

囲の理解促進を図るとともに、不妊治療のための休暇が取得しやすくなるよう、企業

における休暇制度の導入の促進に取り組みます。 

 

取組内容 

① 相談や情報提供 

○不妊や不育症に関する悩み等に対応するため、「不妊専門相談センター」において不

妊や不育症に関する相談や、不妊や不育症の治療に関する情報提供を行います。 

（健康福祉部子ども・家庭局） 

 

② 経済的支援 

○特定不妊治療を受けた夫婦に対して費用の一部を助成するとともに、三重県独自の上

乗せ助成事業を行います。また、男性不妊治療への助成事業や第２子以降の特定不妊

治療に対する助成回数追加、不育症治療等に対する助成事業を行います。さらに平成

27年度から一般不妊治療に対する助成事業を行います。 

（健康福祉部子ども・家庭局） 

 

③ 企業における休暇制度の導入の働きかけ 

○不妊治療と仕事の両立が可能となるよう、治療に関する正しい知識の普及を通じた周

囲の理解促進を図るとともに、不妊治療のための休暇が取得しやすくなるよう、企業

における休暇制度の導入を働きかけることについて国に提言します。 

（健康福祉部子ども・家庭局） 
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めざす姿 

出産前の健診から子どもが就学するまで、子どもだけでなく子育て家庭に関するすべ

ての相談や支援が切れ目なく受けられ、妊産婦やその家族が安心して子どもを生み育て

ることができる環境づくりが進んでいます。 

 

指標名  現状値  31年度 

妊娠期から子育て期にわ

たる総合的な相談窓口が

整備されている市町数 

  

日常の育児について相談

相手のいる親の割合※ 
  

訪問・通所・宿泊等による

産後ケアを実施できる体

制がある市町数 

  

※１歳６か月児健診を受診した保護者を対象としたアンケート調査で「日常の育児で相談相手はいますか。」

との質問に「１人もいない」と回答した保護者以外の割合。 

現状と課題 

■県内では、１歳６か月児健診を受診する保護者のうち、１人も相談相手がいない方が

毎年 100人程度いると推計※1されるなど、妊産婦や育児中の親等の孤立が問題とな

っています。特に産院退院直後は体調が回復していない段階で初めての育児や環境変

化への適応等、産婦の悩みや孤立感が高まり、このことが第２子以降の出生行動に影

響を与えるという指摘があります。 

■児童虐待による死亡事例は、乳児期の子どもが多くを占めており、その背景には母親

が妊娠期から一人で悩みを抱えていたり、産前産後の心身の不調や家庭環境の問題が

あると指摘されています。 

■現在行われている母子保健事業のなかで、産院から退院した直後のケア体制がもっと

も手薄となっていることに加え、乳児家庭全戸訪問事業を実施した後のフォローを行

う養育支援訪問事業の実施に至っていない市町もあります。 

■これらのことから、妊娠の経過や子どもの成長過程に応じて産科・産婦人科医、小児

科医、助産師や市町の保健師などがそれぞれ提供するサービスを強化するとともに、

例えばフィンランドで提供されている「ネウボラ」のように、妊産婦・乳幼児ケアが

すべての家族に対し継続的に提供され、利用者がワンストップで利用できる仕組みづ

くりが重要となっています 
※１ １歳６か月児健診を受診した保護者を対象としたアンケート調査。 

平成 25 年度の調査（n=1,913）によると、「日常の育児で相談相手はいますか。」との質問に「１人も
いない」と回答した割合は 0.6％となっています。 

〔ライフステージ３ 妊娠・出産〕 

8 切れ目のない妊産婦・乳幼児ケアの充実 

重要業績評価

指標（ＫＰＩ） 
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他の主体に期待する主な役割 

■県民は、妊娠・出産・育児期の家族を地域で見守り、助け合う地域づくりを進めます。 

■医療機関は、行政と連携し妊産婦や子ども及びその家族が、安心して出産・育児がで

きる体制整備に努めます。 

■市町は、地域の実情に応じた総合相談窓口の設置等、切れ目のない相談支援体制の   

整備に努めます。 

■国は、県・市町が切れ目のない母子保健体制の整備を推進するにあたり、人材の育成

や確保、拠点整備等に対する財政支援に努めます。 

 

対応方針 

■県内どの地域においても妊産婦やその家族が必要な時に必要なサービスを受けるこ

とができるよう、三重県独自の新たな出産・育児支援体制「出産・育児まるっとサポ

ートみえ」（三重県版ネウボラ）により取組の推進を図るとともに、市町における母

子保健サービスの提供体制の整備を支援します。 

 

取組内容 

① 市町の母子保健サービスの取組支援 

○各市町の実情に応じて、産科・産婦人科、小児科、助産師、子育て支援センター等の

ネットワークを活用し、切れ目のない母子保健サービスを包括的にコーディネートす

る仕組みづくりを支援します。          （健康福祉部子ども・家庭局） 

 

② 市町の産後ケアの取組支援 

○支援が必要な妊婦に対し産前から計画を立て、助産所や産婦人科を利用して産後ケア

の支援を受けられるようコーディネートする市町の取組を支援し、拡大を図ります。 

（健康福祉部子ども・家庭局） 
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めざす姿 

必要な産科・産婦人科医、小児科医等が確保され、安全で安心して妊娠・出産ができ

る環境が整うとともに、リスクの低い出産は地域の産科医療機関・助産所で行い、リス

クの高い出産は周産期母子医療センターで行うといった機能分担、連携体制が構築され

ています。また、医療的ケアが必要な子どもが安心して健やかに育てられるよう、保健・

医療・福祉・教育分野が連携し、総合的かつ継続的な支援が行われています。 

 

指標名  現状値  31年度 

出産１万あたりの産科・産

婦人科医師数※ 
  

小児人口 1万人あたりの病

院勤務小児科医師数※ 
  

就業助産師数※   

周産期医療施設から退院

したハイリスク児への市

町における訪問等の実施

率 

  

※２年毎に確認する指標 

現状と課題 

■本県の人口 10万人あたりの産科・産婦人科、小児科の医師数及び助産師数、出産 1,000

あたりの分娩取扱い病院に勤務する産科・産婦人科、小児科の医師数は全国平均を下

回っており、周産期医療を担う人材の確保と育成を進めていく必要があります。 

■女性の晩婚化・出産年齢の高齢化などの社会情勢の変化に伴い、出産にかかるリスク

が高まる恐れがあることから、リスクの高い分娩に対応する県内５つの周産期母子医

療センターのネットワーク体制の構築やＮＩＣＵ（新生児集中治療室）等の設備整備、

新生児ドクターカーの運用などにより、周産期医療体制を充実していく必要がありま

す。 

■医療の高度化により救われる命が増えている中で、長期入院を要する小児の在宅移行

への支援や、医療的ケアが必要な子どもの在宅での療育・療養支援が必要となってい

ます。 

 

他の主体に期待する主な役割 

■県民は、地域の周産期医療体制、在宅での療育・療養支援体制を理解し、これらを確

保するための取組に協力します。 

■医療機関は、周産期医療を担う医師等の確保や施設・設備の整備に努めます。また、

地域医療構想の実現に向けた病床の機能分化を進めます。 

〔ライフステージ３ 妊娠・出産〕・〔ライフステージ４ 子育て〕 

9 周産期医療体制の充実と在宅での療育・療養支援 

重要業績評価

指標（ＫＰＩ） 
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■医療関係団体は、病院と診療所等の適切な機能分担や連携体制の構築に向けた取組に

対し助言します。 

■市町は、地域住民への情報提供や啓発、相談支援体制の充実、地域における保健、医

療、福祉、教育等の多職種による連携体制の構築に努めます。 

■国は、周産期医療対策事業や在宅での療育・療養支援事業の充実に努めます。 

 

対応方針 

■周産期医療に従事する産科・産婦人科医、小児科医が不足しているため、当該医師の

確保・育成に取り組みます。また、看護職員の確保を図る中で、助産師の確保に取り

組みます。 

■安心・安全に出産できる体制を維持するため、引き続き周産期母子医療センターの機

能の充実、産科における適切な機能分担、連携体制の構築に取り組みます。さらに、

医療的ケアが必要な子どもの療育・療養支援体制の充実に取り組みます。 

 

取組内容 

① 人材の確保・育成 

○医師修学資金貸与制度の活用や三重県地域医療支援センターの三重専門医研修プロ

グラムの運用等により、産科・産婦人科医や小児科医等、専門医の養成・確保を進め

るとともに、助産師や認定看護師等の周産期医療を担う専門性の高い人材の確保と育

成を進めます。                   （健康福祉部医療対策局） 

② 総合的なネットワーク体制の構築 

○高度で専門的な周産期医療を効果的に提供するため、周産期母子医療センターを中心

に地域の産婦人科と基幹病院の小児科・産婦人科との連携を図る周産期医療ネットワ

ーク体制のさらなる充実を図ります。         （健康福祉部医療対策局） 

③ ハイリスク分娩への対応 

○ハイリスク分娩に対応する周産期母子医療センターの運営に対し支援を行うととも

に、出産前後の母体、胎児および新生児の治療、管理を行うために必要となる医療機

器等の設備整備を支援します。            （健康福祉部医療対策局） 

④ 重症新生児への高度・専門的医療の提供 

○地域の医療機関等で産まれた重症の新生児を周産期母子医療センターへ搬送する間、

医師が高度で専門的な医療を提供することができる新生児ドクターカー（すくすく

号）の運用を行います。               （健康福祉部医療対策局） 

⑤ 在宅での療育・療養支援 

○保健・医療・福祉・教育等の多職種が協力して医療的ケアが必要な小児一人ひとりに

対応できる連携体制の構築や、小児の在宅医療に対応できる訪問看護師等の医療従事

者、支援の窓口となるコーディネーター、医療と療育・教育をつなぐ人材の育成等に

かかる市町等の取組を支援します。          （健康福祉部医療対策局） 
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めざす姿 

低年齢児や病児・病後児保育の充実、放課後児童対策など、子育て家庭を支える取組

が進み、地域で安心して子育てができています。 

 

指標名  現状値  31年度 

保育所の待機児童数（県）   

放課後児童クラブの待機

児童数（県） 
  

 

現状と課題 

■待機児童の発生しやすい低年齢児は、母親の職場復帰により年度途中で入所希望が増

えることから、受入に支障が生じないように年度当初から保育士を確保しておく必要

があります。そのためには県内の保育団体、指定保育士養成校、ハローワーク等と連

携し、新たな保育士の育成・就業支援や潜在保育士の復帰支援を行うとともに、就業

継続支援や処遇改善により保育士が働きやすい環境を整備する必要があります。 

■子どもが病気になったとき、子どもを預けることができる病児・病後児保育が求めら

れています。病児・病後児保育に取り組む地域は 18 市町、ファミリー・サポート・

センターでの病児・病後児の預かり事業は 10市町、両方合わせると 20市町にとどま

り、病児・病後児保育に対応する市町を拡大する必要があります。（26年度） 

■子どもが小学校に入学すると、預け先が確保できないなど仕事と子育ての両立が困難

であるとの理由から、それを機に働き方を見直さざるを得ない、いわゆる「小１の壁」

といわれる現象も発生しており、放課後児童クラブや放課後子ども教室について、市

町や保護者の要請に的確に対応していく必要があります。 

■親世代と同居または住まいが近接しているほうが子どもの数が多いという調査結果

もあることから、祖父母の子育て支援を後押しすることも必要となる一方、子育て世

代のすべての方が祖父母の支援を受けられるとは限らないことから、これまで以上に

地域や社会が子どもの育ちや子育て家庭を支援していく必要があります。 

■第 3子以上を持ちたいと考える家族が、経済的な負担が大きいために希望する人数の

子どもを持つことを躊躇しているのではないかという指摘があります。 

■地域や社会では、すでに子どもの育ちや子育て家庭の支援を行っている団体や企業等

がありますが、これらの取組を継続的な活動に発展させていく必要があります。 

■子どもの頃の体験活動が豊富な人ほど、意欲・関心や規範意識が高いという調査結果

があります。 

〔ライフステージ４ 子育て〕 

10 保育・放課後児童対策などの子育て家庭の支援 

重要業績評価

指標（ＫＰＩ） 
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他の主体に期待する主な役割 

■県民は、祖父母世代など子育てを終えた世代が子育ての支援を行うことについて理解

を深めるとともに、可能な範囲で子育て家庭を応援します。 

■企業や子育て支援団体は、地域社会全体で子どもの育ちや子育てを支える必要性につ

いて理解を深め、それぞれの特性を生かしながら、子どもや子育て家庭を応援します。 

■県内の保育所は、保育士・保育所支援センター事業を活用し、保育士確保に努めます。 

■市町は、保育所の整備や保育士確保を進め、待機児童の解消に取り組むとともに、病

児・病後児保育に取り組む施設の確保に努めます。また、放課後子ども総合プランに

基づき、地域のニーズに応じて放課後児童クラブ・子ども教室の整備、拡充を推進す

るとともに、放課後児童クラブ・子ども教室の一体的な、または連携による実施に努

めます。 

■国は、多子世帯に対する支援や三世代同居・近居を促進する取組を進めます。 

 

対応方針 

■潜在保育士の復帰支援、保育士の就業継続支援を行うとともに、保育士修学資金貸付

制度の普及や保育士の処遇改善等など保育士確保に取り組みます。 

■私立保育所への年度途中の入所が円滑に進むよう支援します。 

■病児・病後児保育の施設整備等を支援します。 

■必要な地域に放課後児童クラブ・子ども教室が設置され、運営できるよう、取組を支

援します。 

■野外体験保育などの子どもの「生き抜いていく力」を育む取組の普及啓発について検

討します。 

■多子世帯に対する支援や三世代同居・近居の促進を図る取組など、子育ての経済的負

担軽減にかかる施策について検討を進めます。 

 

取組内容 

① 保育士の確保と処遇改善 

○保育士・保育所支援センター事業において、潜在保育士の復帰支援、保育士の就業継

続支援を行うとともに、保育士修学資金貸付制度の活用などにより、保育士確保に向

けた取組を進めます。さらに、保育士の処遇改善等に努めます。 

（健康福祉部子ども・家庭局） 

 

② 低年齢児保育の拡充 

○年度途中の入所希望に対応するため、年度当初から保育士を確保する際の、低年齢児

保育の保育士加配を支援します。         （健康福祉部子ども・家庭局） 
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③ 病児・病後児保育の拡充 

○病児・病後児保育に取り組む地域の拡大を図るため、病後児保育の施設整備や広域利

用を実施する市町を支援します。         （健康福祉部子ども・家庭局） 

 

④ 放課後児童クラブや放課後子ども教室の充実 

○放課後児童の健全育成を図るため、放課後児童クラブ・子ども教室の整備、拡充の支

援を進めるとともに、放課後児童クラブに従事する者（放課後児童支援員、補助員等）

に対して研修を実施することにより、人材の確保や資質の向上、専門性の確保を図る

とともに、その処遇改善等に努めます。      （健康福祉部子ども・家庭局） 

 

⑤ 子どもの「生き抜いていく力」の育成 

○野外体験保育の有効性を検討するとともに、自然体験を通じて子どもの「生き抜いて

いく力」を育むことに主眼を置いた取組等を市町や関係機関と連携して進めます。 

（健康福祉部子ども・家庭局） 

 

⑥ 孫育てなど地域の子育て支援 

○子育て家庭を支える人材の育成や祖父母世代の子育て支援を行うための取組のほか、

地域で活動している子育て団体の取組について、市町と連携して子育て家庭のニーズ

に応じた支援を進めます。また、多子世帯に対する支援等について検討を進めます。 

（健康福祉部子ども・家庭局） 
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めざす姿 

職場や地域社会の中で、男性の育児参画が大切であるという考え方が広まるととも

に、子どもの生き抜いていく力を育む子育てに男性が積極的にかかわることができるよ

うになっています。 

 

指標名  現状値  31年度 

「みえの育児男子プロジ

ェクト12」に参加した企業、

団体数（累計）※１ 

  

育児休業制度を利用した

従業員の割合（県、男性）
※２ 

  

 

※１職場をあげて「ファザー・オブ・ザ・イヤー」へ参加する企業や団体、みえの育児男子アドバイザーを

養成する企業や団体、みえの育児男子倶楽部へ参加する企業や団体等 

※２三重県内事業所労働条件等実態調査(雇用経済部)に基づき、「配偶者が出産した従業員数（男性の場合）」

と「うち育児休業を取得した従業員数」により算出。 

 

現状と課題 

■「第 3回みえ県民意識調査」（平成 25年度）によると、父親の育児参画に関する意識

について、男性は女性より割合は低いものの、「父親も母親と育児を分担して、積極

的に参加すべき」と「父親は時間の許す範囲で、育児をすればよい」を合わせると、

およそ９割の方が父親も育児にかかわるべきと考えています。 

■夫の家事・育児参加時間が長いと、第２子以降の出生割合が増えるという調査結果や、

夫が育児参画していないと女性の第３子の出産意欲は低下するという調査結果もあ

りますが、職場においては長時間労働やパタニティ・ハラスメント13等も存在する中

で、男性の育児参画が十分に進んでいない状況にあり、地域の絆の希薄化や核家族化

が進む中で、母親の育児に関する負担感は大きくなっています。 

■子どもの頃の自然体験が豊かな人ほど、大人になっても「最後までやり遂げたい」と

いう意思や「もっと深く学びたい」という意欲が強いという調査結果もあり、子ども

の生き抜いていく力を育てる推進役として、男性の積極的な育児参画が求められてい

ます。 

                                                   
12 「子育てには男性の育児参画が大切」という考え方が職場や地域社会の中で広まるよう、家族での話し合い

や理解のもと、その人なりの方法で、子どもの生き抜いてく力を育てることを大切に考えて、男性が積極的

に育児に参画することを応援する取組。 
13 働く男性が育児休業をとったり、育児支援目的の短時間勤務制度等を活用して育児参画することを職場の上

司や同僚が妨げたり、嫌がらせをしたりすること。 

〔ライフステージ４ 子育て〕 

11 男性の育児参画の推進 

重要業績評価

指標（ＫＰＩ） 



40 

 

■こうしたことから、本県においては、男性の育児参画の意識を高めるため、「みえの

育児男子プロジェクト」を進めているところです。 

■今後も、夫婦が希望する数の子どもを産むことができる環境づくりや男性が育児に進

んで取り組むことができる環境づくりを進めるために、男性の育児参画の必要性に関

する普及啓発や人材の育成、企業等への働きかけが必要となっています。 

 

他の主体に期待する主な役割 

■県民は、子どもの成長や子育てには、男性の育児参画が必要であることについて理解

を深めます。 

■地域において男性の育児参画を推進する団体等は、男性の育児参画の機運が高まるよ

う、個々の取組の情報共有等を図ります。 

■事業者は、「イクボス14」の取組や従業員の「子育て」と仕事の両立の尊重、男性の育

児参画を進める人材が活動しやすい風土の醸成等、仕事と子育てが両立しやすい職場

環境づくりを進めます。 

■市町は、さまざまな主体との連携を図りながら、男性の育児参画の推進に向けた取組

を進めます。 

■国は、男性の育児参画についての機運醸成と環境整備を進めます。 

 

対応方針 

■男性の育児参画についての機運を高めるため、育児に進んで参画している男性や子育

て中の従業員を抱える上司（イクボス）等の取組や事例等の情報発信を行うとともに、

子育て中に男性等が情報交換やアドバイス等をしあえるネットワークづくりや、必要

な情報提供等を行います。 

■地域や職場等において男性の育児参画の普及啓発をけん引し、積極的に情報発信でき

る人材を育成するとともに、男性が子どもの生き抜いていく力を育てる子育てに積極

的にかかわることができるよう、県民の皆さんに対する啓発活動や機会の提供等を行

います。 

■職場において、仕事と育児の両立を大切にする風土づくりや、働く男性の育児参画の

機運が高まることを目的に、企業等に対して情報発信等の継続的な働きかけを行いま

す。 

 

取組内容 

① 普及啓発、情報提供 

○男性の育児参画についての機運を高めるため、さまざまな方法やかかわり方でステキ

な育児をしている男性や団体、子育て中の従業員を抱える上司（イクボス）等の取組

や事例等の情報発信を行うとともに、子育て中の男性等が情報交換やアドバイス等を

                                                   
14 子育て等を行う職員の仕事と家庭の両立を支援し、応援、サポートしあう職場環境づくりに取り組む上司の

こと、および管理職の配置にあたって、そういった姿勢を重視する取組そのもの。 
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しあえるネットワークづくりや、必要な情報提供等を行います。 

（健康福祉部子ども・家庭局） 

 

② 人材の育成 

○地域や職場等において男性の育児参画の普及・啓発をけん引し、積極的に情報発信で

きる人材を育成するとともに、男性が子どもの生き抜いていく力を育てる子育てに積

極的にかかわることのできるよう、県民の皆さんに対する啓発活動や機会の提供等を

行います。                   （健康福祉部子ども・家庭局） 

 

③ 企業等への働きかけ 

○職場において、仕事と育児の両立を大切にする風土づくりや、働く男性の育児参画の

機運が高まることを目的に、地域や職場における人材等と連携した情報発信等、企業

等に対する継続的な働きかけを行います。     （健康福祉部子ども・家庭局） 
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めざす姿 

発達支援が必要な子どもが健やかに成長できるよう、市町等との連携により途切れの

ない支援体制が構築されています。 

 

指標名  現状値  31年度 

「ＣＬＭと個別の指導計

画」を導入している保育

所・幼稚園等の割合 

  

 

現状と課題 

■文部科学省が平成 24 年に実施した調査では、通常の学級において知的発達に遅れは

ないものの学習面又は行動面で著しい困難を示すとされた児童生徒の割合は 6.5％

であることから、適切な指導・支援を行う必要があります。 

■県内の小中学校でも、言語障がい、学習障がい（ＬＤ）、注意欠陥多動性障がい（Ａ

ＤＨＤ）等を対象とする通級指導教室において指導・支援を受ける児童生徒数は、     

平成 21年度の 399人から平成 26年度の 708人へと約 1.8倍に増加しています。 

■社会における発達障がいに対する認識の高まりを受けて、発達障がい児等への医療、

福祉に関する支援ニーズも高まっています。 

■発達支援が必要な子どもに対して、身近な地域において、早期発見と成長段階に応じ

た適切な支援が途切れることなく行われるよう体制づくりが必要です。 

他の主体に期待する主な役割 

■県民は、発達障がい等に対する正しい知識を取得し、理解を深めます。 

■保育所・幼稚園等は、発達障がい児等に対する支援ツールの導入等に努め、早期支援

を図るともに、二次的な問題行動等の予防にもつなげていきます。 

■医療機関や福祉施設等の関係機関は、学校、市町と連携し、身近な地域において、発

達支援が必要な子どもに対する早期発見と成長段階に応じて途切れることのない適

切な支援に努めます。 

■市町は、保健・福祉・教育が連携した総合支援窓口の設置又は機能の整備に努めると

ともに、支援窓口で中核となる専門性の高い人材の育成に努めます。 

対応方針 

■発達支援が必要な子どもが身近な地域において早期に適切な支援が受けられるよう、

市町に対して保健・福祉・教育が連携した総合支援窓口の設置又は機能の整備を働き

かけるとともに、総合相談・療育の中核となる専門性の高い人材の育成や技術的な指

導助言等の支援を行います。 

〔ライフステージ４ 子育て〕 

12 発達支援が必要な子どもへの対応 

重要業績評価

指標（ＫＰＩ） 
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■発達障がい児等に対する支援として全国に先駆けて取り組んでいる、支援ツール「Ｃ

ＬＭ（Check List in Mie：発達チェックリスト）と個別の指導計画」を活用した支

援について、保育所・幼稚園等への導入を促進するとともに、総合相談窓口での相談

対応や短期入所事業の実施等、家族支援にも取り組みます。 

■これらの取組を充実していくための拠点として、県立草の実リハビリテーションセン

ター（以下「草の実ＲＣ」という。）、県立小児心療センターあすなろ学園（以下「あ

すなろ学園」という。）、児童相談センターの言語聴覚機能を統合し、三重県こども心

身発達医療センター（仮称）の整備とともに、新たな特別支援学校の整備を進めます。 

取組内容 

① 三重県こども心身発達医療センター（仮称）及び併設する特別支援学校の整備 

○草の実ＲＣとあすなろ学園、児童相談センターの言語聴覚機能を統合し、「三重県こ

ども心身発達医療センター（仮称）」として一体的に整備するとともに、新たな特別

支援学校の整備を進めます（平成 29年度開院、開校予定）。さらに、隣接する国立病

院機構三重病院と連携することにより、発達支援が必要な子どもに対して、専門性の

高い医療、福祉、教育が連携した支援を行うとともに、地域支援の機能を高め、発達

支援の中核として県全体の総合力の向上をめざします。 

（健康福祉部子ども・家庭局、教育委員会事務局） 

② 市町の取組支援 

○市町に対して保健・福祉・教育の機能が連携した総合支援窓口の設置又は機能の整備

を働きかけるとともに、総合相談・療育の中核となる専門性の高い人材を育成するた

めの市町職員等の研修受入や巡回指導における技術的支援等を行い、発達支援が必要

な子どもが、成長段階に応じて適切な支援が受けられるよう環境を整備します。 

（健康福祉部子ども・家庭局） 

③ 発達障がい児等に対する支援ツールの導入促進 

○発達障がい児等に対する支援ツール「ＣＬＭと個別の指導計画」の保育所・幼稚園等

への導入を促進し、子どもが集団生活で困難さを感じることなく過ごせるようにする

とともに、二次的な問題行動等の予防にもつなげていきます。 

（健康福祉部子ども・家庭局） 

④ 発達支援が必要な子どもを育てる家族への支援 

○草の実ＲＣ、あすなろ学園における入退所時等の関係機関（児童相談所、学校、市町、

医療・福祉施設等）との調整や、障がいの理解を深めること等の不安解消に向けた取

組、総合相談窓口での相談対応、短期入所事業の実施等により、家族支援を充実して

いきます。                   （健康福祉部子ども・家庭局） 

⑤ 発達支援が必要な子どもに対する障害福祉サービス等の充実 

○発達障がい児等が児童発達支援、放課後等デイサービスおよび短期入所などの障害福

祉サービス等を適切に利用できるよう、事業所等への指導・助言によりサービスの質

を高めます。                         （健康福祉部） 
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めざす姿 

 県内の子どもたちが自然、歴史、文化、産業等を含めた「三重の魅力」を理解し、子

どもたちの地域への愛着が育まれています。また、県内の高等学校及び高等教育機関に

おける学びの選択肢が増えるとともに、県内高等教育機関の魅力が高まることにより、

三重県で学び、そして働く若者が増えています。 

 

指標名  現状値  31年度 

県内高等教育機関卒業生

の県内就職率 
  

現状と課題 

■「高校生・保護者アンケート（三重県戦略企画部実施）」によると、「現在、住んでい

る地域にこれからも住み続けたいですか」との質問に対して、「今の地域に住み続け

たい」と回答をした理由として最も多かった回答が「理由はないが、愛着を感じてい

る」の 42.6％だったことから、若者の県内定着の実現には、子どもの頃から地域へ

の愛着を育む取組が求められています。 

■平成 26 年度の本県の大学収容力指数は 45.0 で全国 45 位と低く、県内の高等学校を

卒業した大学進学希望者の県内大学への進学率も約２割と低くなっています。また、

県内大学卒業生の県内就職率も５割を切っており、大学進学時と就職時の若者の県内

定着が課題となっています。 

■子どもたちは職業選択の基準として自己の興味や好みを重視する傾向があり、子ども

たちの求職ニーズと県内事業所の求人ニーズにミスマッチが起きています。また、県

内事業所における、新規高等学校卒業者の卒業後３年以内の離職率は高止まりしてい

ます。 

■本県のアスリートが、他の都道府県に活動場所を求めたり、アスリートとしての活動

を継続できないなどの課題があります。 

 

他の主体に期待する主な役割 

■地域住民・ＮＰＯ等は、県内の高等学校や高等教育機関と連携して、地域の良さを生

かした体験・交流活動や社会貢献活動などの場を創出します。 

■県内高等教育機関は、学生の確保、県内就職、地域貢献等に向け、他の様々な主体と

連携して、自らの魅力向上・充実に取り組みます。 

■事業者は、県内で学ぶ学生や高校生、Ｕ･Ｉターン就職を希望する県外学生などの若

者に対して、自社の魅力を発信するとともに、インターンシップへの協力を含め、若

者との交流を推進することで、人材の確保・定着に取り組みます。 

〔ライフシーン１ 学ぶ〕 

13 若者の県内定着の促進 

重要業績評価

指標（ＫＰＩ） 
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■市町は、地域住民・ＮＰＯ等と県内の高等学校や高等教育機関との連携を促進します。

また、各地域や地元企業の魅力を発信し、Ｕ･Ｉターン就職を促進します。 

■国は、学生をはじめとする若者の大都市への集中を抑制する取組を推進するととも

に、地方における学びの選択肢の拡大や県内高等教育機関の魅力向上、Ｕ･Ｉターン

の促進に向けた取組を支援します。 

 

対応方針 

■子どもたちの地域への愛着を育むため、地域の良さや郷土の豊かな自然、歴史、文化、

産業等を知識として理解する取組を推進します。 

■県内高等教育機関の収容力向上に向け、あらゆる方策を検討するとともに、県内高等

教育機関の学生確保、魅力向上・充実、県内就職率の向上に向けた取組を推進します。 

■若者と県内の中小企業とのマッチングや、県外の大学に進学した学生のＵターン就職

などの促進を図るとともに、新規高等学校卒業者の職場定着を支援します。 

■子どもたちが県内に魅力のある職場や仕事があることを理解するとともに、自己と社

会とのつながり、働くことや地域社会に参画することの意義について理解を深めるこ

とができるよう、各学校段階におけるキャリア教育の取組を推進します。 

■本県のアスリートが本県で競技活動を続けられることができるよう、環境づくりに取

り組みます。 

 

取組内容 

① 郷土教育の推進 

○子どもたちが地域の良さ（自然、歴史、文化、産業等）等を理解し、誇りをもって語

ることができる力を身につけられるよう、教材の開発とその活用・実践を推進します。

また、地域のさまざまな分野で活躍する人による講話や体験活動など、地域と連携と

した郷土教育や、博物館や図書館などの社会教育施設等を活用した郷土教育を推進し

ます。                         （教育委員会事務局） 

② 高校生の地域活性化の取組への参画 

○高校生が地域の活性化の取組に参画し、地域を学び、地域への愛着や絆を深めるため、

学校と市町等との連携を進めるとともに、地域と連携する高等学校の取組を支援しま

す。                          （教育委員会事務局） 

③ 学びの選択肢拡大 

○県内の工業高校が持つポテンシャルを活かしつつ、一層高度なものづくり教育を行う

魅力的な教育環境を整備するため、北勢地域に工業高校の専攻科を設置します。また、

大学・学部等の新増設・再編に向けた検討を進め、高等教育機関における学びの選択

肢の拡大を図るとともに、全国でも低位にある大学収容力の向上をめざします。 

（戦略企画部、教育委員会事務局） 
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④ 県内高等教育機関の魅力向上・充実 

○学生の確保、県内就職、地域貢献等に向けた県内高等教育機関による魅力向上・充実

の取組を支援します。また、県内高等教育機関相互及び県内高等教育機関と地域との

連携による魅力向上を図るため、「高等教育コンソーシアムみえ（仮称）」を設置する

とともに、学生の地域活動へのより一層の参加促進に向けた取組を推進します。 

（戦略企画部） 

⑤ 奨学金を活用した県内定着支援 

○県内産業や地域の活性化等に必要な人材の県内定着の促進を図るため、大学生等を対

象として、県内への定着を条件に奨学金の返還を減免する制度の創設をめざします。 

（戦略企画部） 

⑥ Ｕ･Ｉターン就職の促進 

○県内高校卒業生で、県外大学へ進学している学生のＵターン就職の促進などについて

取り組みます。                        （雇用経済部） 

○県内企業が、自社の新たな事業展開や技術力向上等のために、専門的な知識や技術等

を有する高度人材や、理工系分野の大学生等を確保できるよう取り組みます。 

（雇用経済部） 

⑦ キャリア教育を通じた県内定着の促進 

○経済団体やＮＰＯ等と連携し、県内に魅力のある職場や学ぶ場があることについて子

どもたちの理解を促すなど各学校におけるキャリア教育を推進することにより、地域

への愛着と地域で活躍する意欲を育み、将来地域で活躍する担い手を育成します。 

（教育委員会事務局） 

○県内の事業所に就職した新規高等学校卒業者が、希望と意欲をもって安心して働くこ

とができるよう、出身高等学校と事業所が連携し、職場定着に向けた取組を進めます。 

（教育委員会事務局） 

⑧ アスリートの県内定着推進 

○本県のアスリートが、競技活動を継続し、自分の夢を実現するとともに、県民の皆さ

んに夢と感動を与え続けられるよう、アスリートの県内定着に向けた就職支援や、女

性アスリートのサポート体制の仕組みづくり等を進めます。 

（地域連携部スポーツ推進局） 

⑨ 南部地域市町への支援 

○「南部地域活性化基金」や「南部地域活性化プログラム」のこれまでの取組を検証し、

その結果を踏まえ施策の充実を図ります。    （地域連携部南部地域活性化局） 
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めざす姿 

すべての子どもたちが、それぞれの個性を伸ばし、確かな学力を身につけるとともに、

健やかに育ち、「自立する力」「共生する力」を備えています。 

 

指標名  現状値  31年度 

全国学力・学習状況調査に

おいて全国平均を上回っ

た教科数 

  

高等学校（全日制）におい

てインターンシップを体

験した生徒の割合 

  

全国体力・運動能力、運動

習慣等調査における体力

合計点の偏差値 

  

 

現状と課題 

■人口減少が進む中、現在の社会的厚生の水準を維持するには県民一人ひとりの資質向

上と能力発揮が必要であり、特に、次代を担う子どもたちが自らの個性に応じて能力

を最大限に発揮できる環境づくりと複雑化する社会で生き抜いていく力の育成が重

要です。 

■中山間・過疎地域等では子どもの数が減少する中、教育効果についての検討が行われ

た結果、小中高校の統合が行われていますが、統合がさらなる人口減少につながるこ

とが懸念されています。これらの地域における学校小規模化による教育上の課題を十

分考慮しつつ、地域住民の意向も踏まえ、教育体制の確保・充実を図る必要がありま

す。 

 

他の主体に期待する主な役割 

■家庭・保護者は、子どもたちが安心して生活できる環境を整え、深い愛情を持って温

かく育み、心身の調和のとれた発達を図ります。また、学校との連携を深め、ＰＴＡ

活動等に積極的に参画します。 

■地域住民・ＮＰＯは、連携して、体験・交流活動や社会貢献活動など、多彩な成長の

場を継続的に創出します。また、学校運営への参画などにより学校を支援します。 

■事業者は、専門性等を活かし教育活動に積極的に参画するとともに、教育環境の改善

や能力発揮の場の提供など、さまざまな側面から教育施策に貢献します。 

■市町は、義務教育、幼児教育を担う自治体として、自らの判断において教育行政を展

開するとともに、その成果についての住民への説明責任を果たします。 

重要業績評価

指標（ＫＰＩ） 

〔ライフシーン１ 学ぶ〕 

14 子どもの能力の育成と人口減少に対応する教育体制の確保 
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■国は、学びの充実に向け、質の高い教育環境を実現するため、必要な人的支援、財政

的支援に努めます。 

 

対応方針 

■授業力の向上や授業改善、主体的・協働的に学ぶ学習（アクティブ・ラーニング）の

充実、読書活動の推進等により子どもの学力向上を図ります。また、すべての小中学

校での体力向上の計画づくりや体力向上推進アドバイザー等による学校の取組支援、

教員の指導力向上等により子どもの体力向上を図ります。 

■子どもたちが、社会の課題に対する関心と深い教養に加え、コミュニケーション能力、

問題解決力等の国際的素養、郷土に対する深い理解や異文化理解の精神を身につけら

れるよう、グローバル人材の育成を推進します 

■子どもたちの学習環境の充実を図るため、ＩＣＴを積極的に活用した学習活動を推進

します。 

■子どもたちの家庭での学習習慣や生活習慣の確立を促進するとともに、地域住民等の

知識や技能を活用した学習支援等、地域による学校支援の体制づくりを促進します。

また、学校での学びを将来社会で役立てられるよう、教育活動全体を通じたキャリア

教育を組織的・系統的に推進するとともに、学校・家庭・地域が連携したキャリア教

育の充実を図ります。 

■コミュ二ティ・スクール等を中心とする地域に開かれた学校運営の仕組みを導入し、

地域との結び付きを深めます。 

■自然災害に対して、子どもたちの自分の命は自分で守る力を育むとともに、支援者と

なる視点から安全で安心な社会づくりに貢献する意識を高める防災教育を推進しま

す。 

■スポーツの分野においても、ジュニア・少年選手が国内外の大会等において活躍し、

自分の夢を実現できるよう、競技スポーツ水準の向上対策を進めます。 

 

取組内容 

① 学力の向上 

○子どもたちが「学ぶ喜び」「わかる楽しさ」が実感できる授業づくりを行うため、「全

国学力・学習状況調査」、「みえスタディ・チェック」、「ワークシート」の３点セット

を活用するなど、教員の授業力の向上や授業改善に取り組みます。また、主体的・協

働的に学ぶ学習（アクティブ・ラーニング）の充実や、学習評価の在り方の改善に取

り組みます。さらに、発達段階に応じたチェックシートの取組やホームページ等を活

用した広報・啓発活動を通して、子どもたちの家庭での学習習慣や生活習慣、読書習

慣の確立を促進するとともに、地域の住民等と連携・協働した学習を推進します。 

（教育委員会事務局） 
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② グローバル人材育成の推進 

○高校生が、将来、国際的な舞台で活躍するとともに、三重を支える「志」を持てるよ

う、海外留学や海外での研修、ハイレベルな研究やコンテスト参加への支援を行うと

ともに、国際バカロレア認定校についての調査研究、語学力向上のための指導法の研

究などに取り組みます。                 （教育委員会事務局） 

○小学校における外国語教育の充実を図るため、中学校における英語教育との連続性も

意識した小中学校における英語指導モデルの構築と普及・啓発を行います。また、中

学生を対象にしたコンテスト等を通じ、日本人・三重県人としてのアイデンティティ

ーを持ちながら、国際的な舞台で活躍し積極的に発信する力の育成を進めます。 

（教育委員会事務局） 

○伊勢志摩サミットなど、外国人との交流機会を積極的に活用するなどして、子どもの

語学力、コミュニケーション能力等の向上を図ります。   （教育委員会事務局） 

 

③ キャリア教育の充実 

○子どもたちが学校での学びを将来社会で役立てられるよう、キャリア教育を、小中高

等学校の各学校段階を通じて組織的・系統的に推進します。また、地元の企業での就

業体験や社会で活躍する卒業生等による授業の実施など、学校・家庭・地域が連携し

たキャリア教育を充実させます。             （教育委員会事務局） 

○社会への参画と貢献に対する意欲・態度の育成を図り、主権者としての自覚と責任お

よび政治に対する関心を高められるよう、各教科、総合的な学習の時間、特別活動等

を通して主権者教育に取り組むとともに、地域と連携した取組、体験活動等により、

シチズンシップの涵養を進めます。            （教育委員会事務局） 

 

④ コミュニティ・スクール等の推進 

○子どもたちを中心に据えた「地域とともにある学校づくり」を推進するため、コミュ

ニティ・スクール等の実践経験がある人材を「開かれた学校づくりサポーター」とし

て市町教育委員会や学校に派遣するなどして、コミュニティ・スクール等を中心とす

る地域等に開かれた学校運営の仕組みの導入を推進します。 （教育委員会事務局） 

 

⑤ 子どもの体力向上 

○子どもたちが運動やスポーツに親しみ、体力が向上するよう、すべての小中学校にお

ける体力向上の目標設定や計画づくりに市町教育委員会と連携して取り組むととも

に、指導主事や体力向上推進アドバイザーが学校訪問を行い、実効ある取組となるよ

う支援します。また、小中高等学校の体育担当教員や学校運動部活動の指導者を対象

とした研修会等を通して、指導力の向上につなげます。さらに、就学前の子どもの遊

びや運動の機会の拡充に向けた取組や、生活習慣改善チェックシートの活用、イベン

トの開催等を通して、家庭、地域、学校等が連携した体力向上の取組を推進します。 

（教育委員会事務局） 
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○本県で開催する全国高等学校総合体育大会、全国中学校体育大会、国民体育大会等に

向け、関係機関と連携し、運動やスポーツに取り組む子どもたちの育成を推進します。 

（教育委員会事務局） 

 

⑥ ＩＣＴを活用した分かりやすい授業の推進 

○子どもたちの学習環境の充実を図るため、ＩＣＴを活用した学習活動を推進します。

また、すべての教員がＩＣＴを効果的に活用して指導できるよう、教員の実態に応じ

た研修を実施し、授業力の向上と分かりやすい授業の実現を支援します。 

（教育委員会事務局） 

 

⑦ 子どもの学びの場の拡大 

○地域の団体、ＮＰＯ、企業、ボランティアなど社会教育に携わる多様な主体が参画す

るネットワークを形成し、相互に学び合い、その成果を学校教育や家庭教育などに生

かすことにより子どもの「生き抜いていく力」を育成します。 （教育委員会事務局） 

 

⑧ 子どもの「防災力」の育成 

○子どもたちが、地震や津波、風水害など自然災害に対して、自分の命は自分で守る力

を身につけられるよう、防災学習教材や教職員研修の充実など学校における防災教育

を推進します。また、安全で安心な社会づくりに貢献する意識を高めるよう、被災地

でのボランティア活動や交流事業などに取り組む学校を支援します。 

（教育委員会事務局） 

 

⑨ ジュニア・少年選手の競技スポーツ水準の向上 

○全国高等学校総合体育大会、全国中学校体育大会、国民体育大会の本県開催、東京オ

リンピック・パラリンピック競技大会の開催を控え、本県のジュニア・少年選手が大

規模大会等で活躍できるよう、クラブチームや中学校、高等学校運動部の強化指定等

を行い、競技力向上を図るための対策を進めます。 （地域連携部スポーツ推進局） 
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めざす姿 

三重の強みを生かして、新しい時代を担う産業や成長産業を中心とした強じんで多様

な産業構造を形成することで、多様な就業機会が創出されています。 

本県北部におけるものづくり産業、南部の地域資源を活用した産業及び観光業、加え

て高いポテンシャルを有する食関連産業の振興など、企業等自らの創意工夫や地域が持

つ価値や魅力などを活用し、活発な産業活動が展開されています。 

 

指標名  現状値  31年度 

農業産出等額   

県産林（スギ・ヒノキ）素

材生産量 
  

所得向上・地域活性化の目

標を達成した漁村数 
  

県内中小企業・小規模企業

のうち、収益等が向上又は

維持した企業の割合 

  

食品製造業の製造品出荷

額等及び宿泊業・飲食サー

ビス業の年間売上額の伸

び率 

  

企業立地件数（累計）   

現状と課題 

■本県は、石油化学、電子部品・デバイス、輸送機械産業に強みを持っていますが、世

界と直結する事業を展開している企業が数多く立地しており、世界経済の影響を受け

やすいことから、強じんで多様な産業構造の構築が求められています。また、人口減

少に伴い、国内消費の低迷が予想されます。このため、堅調な海外需要を取り組むた

めの積極的な海外展開や新商品の開発など、新たな需要創出に向けた取組が求められ

ています。 

■本県では、地域の成長戦略として平成 24 年７月に策定した「みえ産業振興戦略」に

基づき、地域の産業振興に取り組んでいます。なお、国際情勢や国内雇用経済情勢、

国の動きは常に変動し続けていることから、「みえ産業振興戦略」についても、それ

らを踏まえながら見直していく必要があります。 

■国が進める産業競争力協議会では、公設試験研究機関の支援機能（研究力・コーディ

ネート力）強化が求められていることから、今後、成長産業への県内企業の進出を支

〔ライフシーン２ 働く〕 

15 しごとの創出 

重要業績評価

指標（ＫＰＩ） 
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援する取組とともに新たに対応していく必要があります。 

■本県における農林水産業や製造業、サービス業等裾野が広い食関連産業は、豊かな食

材や多様な食文化、特徴ある企業の立地や特色ある人材の輩出など高いポテンシャル

を有しており、成長産業化に向けた攻めの取組を推進していく必要があります。 

■観光消費の拡大につながる新商品の開発、サービス産業の人材育成、農林水産物のブ

ランド化など観光の産業化の推進が求められています。 

■サービス産業は、県内総生産の約６割を占め、地域の経済・雇用を支える重要な産業

であることから、生産性の向上や高付加価値化に取り組む必要があります。 

■安定的なエネルギーの供給を図るとともに、地域の自立的かつ持続的な成長を促すた

め、地域特性を生かした新エネルギーの導入やそれに伴う環境・エネルギー分野にお

けるビジネスの創出など、エネルギー産業の振興が求められています。 

■しごとの創出に向け、企業投資促進制度を活用しながら、県外からの新規企業立地や

県内企業の再投資を一層促進するとともに、地方創生の観点から、企業の本社機能の

県内への誘致に取り組むことが求められています。 

■中小企業・小規模企業は、本県経済をけん引し、地域社会の形成や維持に寄与すると

ともに、雇用の受け皿としても重要な存在であることから、中小企業・小規模企業の

振興を図っていくため、環境変化への適応や高付加価値化・販路拡大などの支援に取

り組む必要があります。 

■生産年齢人口の減少に伴う労働力の減少を補うためにはＴＦＰ（全要素生産性）を高

める必要がありますが、規制緩和についてもその効果が期待されることから、引き続

き検討を進める必要があります。 

■「働く」に関するこれらの課題への対応にあたっては、ＩＣＴ・ビッグデータの積極

的な活用が求められます。 

他の主体に期待する主な役割 

■県民は、地域で行われる様々な産業活動について、関心と理解を深めます。 

■事業者は、主体的に、商品開発・販路開拓、基盤技術の高度化、サービス産業の高付

加価値化、人材育成・確保等に努めます。 

■市町は、国、県、他の市町等と連携し、地域の特性を活かして、中小企業・小規模企

業の振興に関する取組を展開します。 

■国は、産業競争力強化に向けて、社会情勢の変化に即した様々な支援や規制緩和に努

めます。 

対応方針 

■しごとの創出など新たな需要の創出に向けた取組とともに、今後成長が期待される産

業（航空宇宙関連、ヘルスケア関連、環境・エネルギー関連、食関連）の自立的な集

積に向けた取組を進めます。あわせて、産業振興と連携した人材育成や就労支援と若

年者の安定した就労に向けた重点的な支援に取り組みます。  

■「みえ産業振興戦略」については、策定から３年を迎えていることから、県内産業の
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動向や産業構造に影響を及ぼす外部環境の変化等を踏まえ、平成 27 年度中に改訂を

行います。 

■国や他県の公設試験研究機関等との研究連携を促進することにより、県研究機関の研

究力・コーディネート力を向上させるなど支援機能の強化を図り、県内ものづくり企

業の新分野進出や課題解決につなげます。 

■世界で「和食」への注目が高まる中、牛肉や伊勢えびをはじめとする本県が誇る農林

水産物や、これらの魅力を活かした食関連産業など本県の「食」のポテンシャルを発

揮し、アジアをはじめ海外市場の獲得をめざす中小企業等の支援について、関係支援

機関等と連携して取り組みます。 

■観光消費額の拡大、観光の産業化等の観点から、「三重県観光振興基本計画（平成

28年度～31年度）」を平成 27年度中に策定し、「観光」を軸としたサービス産業の

振興、農林水産やものづくり産業との連携により、観光のさらなる産業化を推進しま

す。 

■高付加価値な商品づくりや新たなサービスの創出につながる仕組みづくり、生産性向

上、ソーシャルビジネスやコミュニティビジネス等の創出など、サービス産業の振興

に取り組みます。 

■地域資源や地理的条件などの地域特性を生かした安全で安心なエネルギーの創出の

促進に取り組むとともに、環境・エネルギー技術に関連する具体的なビジネス（しご

と）の創出を図るなどの取組を進めます。 

■本県の強みを生かし、企業投資促進制度等を活用して、国内外の企業から県内への投

資や、県内立地済み企業の再投資を促進するとともに、企業の本社機能の県内への移

転や拡充の促進などに取り組み、多様な産業の集積につながる企業誘致を進めます。 

■企業集積地等における地域連携ＢＣＰ15への普及について、国等と連携して取り組み

ます。 

■中小企業・小規模企業の振興については、三重県中小企業・小規模企業振興条例に基

づき、地域の特性に即した地域課題を企業自らが解決していくための支援に取り組む

とともに、ものづくり中小企業等の基盤技術の高度化、サービス産業の高付加価値

化・生産性向上、販路開拓、新分野への展開、海外展開や情報発信、創業及び第二創

業、人材育成・確保に取り組みます。 

■しごとの創出のための様々な取組の推進にあたっては、規制改革によって地方創生を

図るツールとなる地方創生特区や様々な支援措置が活用できる地域再生制度の活用

を検討するとともに、ＩＣＴ・ビッグデータの積極的な活用を行います。 

■農林水産業の活性化を図るため、生産性の向上はもとより、経営規模の拡大による効

率的な生産や６次産業化、販路開拓の促進などを通じて事業者の経営力向上につなげ

るとともに、農林水産業のベースとなる農地や農林水産業施設などの生産基盤の整備

に取り組みます。 

 

                                                   
15 Business Continuity Plan（事業継続計画）。企業が自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇し

た場合において、事業資産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能と

するために、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継続のため手段などを取り決めておく計画 
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取組内容 

① 新規需要の創出（食関連産業等における商品開発、国内外の販路拡大等） 

○付加価値の高い機能性食品を創出するため、企業等による食に関する機能性評価が県

内において容易に実施できる体制の構築を進めます。また、健康住宅関連産業の振興

と県産材の需要拡大を図るとともに医療機器分野の国内外への販路開拓等を支援し

ます。                            （健康福祉部） 

○産学官の知恵と技術の活用に向け、「みえフードイノベーション・ネットワーク」会

員の拡大を図るとともに、プロジェクトのさらなる創設と的確な進行管理により、県

内農林水産業を牽引する新たな商品やサービスの創出を図ります。 （農林水産部） 

○食のバリューチェーンの構築に向け、ＩＣＴやビッグデータの活用や県産農林水産物

の機能性に着目した生産活動を促進する事業環境の整備を通じて、食に関係する事業

者の連結、新たな商品の開発や国内外への販路開拓等を進めます。また、ＩＣＴなど

の効果的な活用に向け、人材育成を行うとともに、国内外の地域との連携に取り組み

ます。                            （農林水産部） 

○「伊勢志摩サミット」を契機として、県産農林水産物の消費拡大、ブランド力向上、

販路拡大に取り組むとともに、国内外に三重の食に関する情報を発信します。 

（農林水産部） 

○県産米の新たな販路の確立と消費拡大に向け、米の流通事業者等と連携し、県内各地

域の米の強みを生かしたブランド化戦略を策定するとともに、マスメディアを活用し

たＰＲ活動や販路開拓等を進めます。              （農林水産部） 

○拡大している加工・業務用需要に対応した野菜産地を育成するため、生産者やＪＡ、

卸売・仲卸業者、中食・外食業者などで構成する加工・業務用野菜生産流通協議会の

形成を促進するとともに、生産履歴や栽培環境などのデータを蓄積するシステムを構

築し、流通サイドからトレースバックできるモデルケースの育成に取り組みます。 

（農林水産部） 

○県産農林水産物の輸出を促進するため、柑橘の輸出指定園地の拡大や柿の品質保持技

術の導入促進、茶の輸出対象国の農薬使用基準への対応、ブランド肉牛の生産基盤強

化や生産者団体による商談会等への出展支援などに取り組みます。また、県産木材の

海外における需要調査や選木・仕分け等の作業経費に対する支援、県産水産物の混載

便を活用した輸出体制づくりや市場調査の結果を踏まえた新たな輸出先の開拓など

に取り組みます。                       （農林水産部） 

○食関連産業の振興指針である、「みえ食の産業振興ビジョン」に基づき、体系的な政

策として商品開発、販路開拓、人材育成、事業環境整備、情報発信に取り組みます。 

 （雇用経済部・教育委員会事務局） 

○中小企業等の規模に応じた商品開発、改良から流通までの一貫したデザインの戦略的

な活用を推進し、首都圏等大都市や海外で通用する付加価値の高い地域資源活用商品

の販路開拓を支援します。                   （雇用経済部） 

○自動車メーカーなどの「川下企業」と県内中小企業等による技術交流会等を実施する

ことで、企業の販路開拓と商談、技術交流等を促進します。    （雇用経済部） 

○地域の産業競争力を強化するために、国・公設試験研究機関、大学等との技術交流を
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推進するとともに、地域企業との連携活動を強化することで、地域企業に求められる

新しい価値を創造する試験研究や技術開発に取り組み、産業技術の芽を創出します。 

（雇用経済部） 

○三重県産品の海外市場への展開を促進するため、テストマーケティングの場として海

外物産展の活用を継続するとともに、国際見本市への出展、バイヤーの県内招へいな

どによる BtoB 商談の機会創出、沖縄国際物流ハブ機能を活用した取組の検討などを

行い、県内企業の海外進出、販路拡大を支援します。       （雇用経済部） 

○第２７回全国菓子大博覧会・三重実行委員会の取組に参画し、三重県の食関連産業の

振興と交流人口の拡大に取り組みます。             （雇用経済部） 

○首都圏等における営業活動を通じて、地域資源を活用した産品の創出など、販路の確

保等を進めていきます。                    （雇用経済部） 

② 産業の多様化（航空宇宙産業、ヘルスケア産業等新産業の創出） 

○産学官民が連携し、医薬品や医療機器等のヘルスケア産業の振興を図るとともに、統

合型医療情報データベースや地域資源などを活用した新製品の開発や、自動車産業等

異分野から医療機器分野などへの参入を促進し、新たな産業の創出につなげます。 

（健康福祉部） 

○県や研究機関を中心とした支援ネットワークを構築し、中小企業等の抱える課題を抽

出し、経営戦略策定から技術開発までを一貫して支援します。   （雇用経済部） 

○世界的な成長産業である航空宇宙産業について、本県の経済成長を支える新たな産業

の柱の一つとして振興を図るため、平成 26 年度に策定した「みえ航空宇宙産業振興

ビジョン」に基づき、本県の産業構造の強みである自動車産業等の集積や海外の国・

地域との産業連携の基盤を生かした人材育成、参入促進、事業環境整備などの取組を

進めます。                          （雇用経済部） 

③ 観光の産業化 

○三重県観光キャンペーンやインバウンドの取組成果や課題などを踏まえるとともに、

「三重県観光振興基本計画」に基づき、観光関連産業を裾野の広い産業と捉え、顧客

満足度の高いサービスを提供できる観光関連産業の育成、日本版ＤＭＯの導入検討、

県内での観光消費額の拡大につながる新商品の開発、サービス産業の人材育成、農林

水産物のブランド化などの観点から、観光振興を図ります。 （雇用経済部観光局） 

○伊勢志摩サミット開催の好機を捉え、ＭＩＣＥ誘致に取り組むほか、「海女」「忍者」

「Ｆ１」「ゴルフ」など、本県の持つクールジャパン資源を活用した重点的なプロモ

ーションや外国人旅行者向け口コミサイト等を活用し、海外での本県の認知度向上を

図ります。                       （雇用経済部観光局） 

④ サービス産業の高付加価値化・生産性向上 

○食関連等サービス産業における ICT 活用や省エネ化等生産性向上や高付加価値化を

促進するとともに、地域資源の活用や地域課題の解決など地域の特性を生かした新た

なビジネス創出を促進します。                 （雇用経済部） 
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⑤ エネルギー産業の振興 

○「三重県新エネルギービジョン」の具現化に向け、企業・大学・経済団体・市町等産

学官で構成する「みえスマートライフ推進協議会」を核として、具体的な研究会やプ

ロジェクトを運営することにより、「環境・エネルギー関連産業の育成及び集積」や

「地域資源を生かした新エネルギーの導入」、「環境・エネルギー技術の活用によるま

ちづくり」を促進します。                   （雇用経済部） 

⑥ 企業誘致の推進 

○県内への新規企業立地や県内企業の再投資を促進するため、成長産業分野における投

資、マザー工場化や研究開発施設など高付加価値化につながる投資に加え、県南部地

域における地域資源を活用した産業などの投資に対して支援を行います。また、県内

の中小企業について、ものづくりに加え、サービス産業での高付加価値化に取り組む

投資に対して支援します。さらに、地方創生の観点から、企業の本社機能についても

県内への移転や拡充を促進します。               （雇用経済部） 

○2016年主要国首脳会議「伊勢志摩サミット」や 2020年東京オリンピック・パラリン

ピック競技大会を契機とした対内投資の促進に向けて、ＧＮＩ16協議会、ジェトロな

ど関係機関と連携し、外資系企業の県内への誘致を推進します。  （雇用経済部） 

○県内立地済み企業の操業の継続や事業拡大に向けて、市町等と連携を図りながら規制

の合理化、事業用地の確保に向けた調査などの操業環境の整備、向上に取り組みます。 

            （雇用経済部） 

⑦ 中小企業・小規模企業の振興 

○三重県中小企業・小規模企業振興条例の基本理念に基づき、企業の魅力発信、人材育

成・確保、販路開拓支援、資金供給の円滑化による経営基盤の強化、事業承継、創業・

第二創業の促進、技術的な課題解決など中小企業等へのきめ細かな支援に取り組みま

す。特に経営資源の確保が困難な小規模企業に対するきめ細かなサポート体制の構築

に取り組みます。また、各地域の商工団体、金融機関、教育機関、行政等様々な主体

が協働して取り組む地域課題解決のための具体策やその事業展開を支援します。 

（雇用経済部） 

○中小企業・小規模企業の主体的な努力を促進し、その挑戦を後押しするだけでなく､

意欲を引き出すため、多様な中小企業・小規模企業の発達段階に応じて作成する「三

重県版経営向上計画」の作成支援やフォローアップに取り組みます。加えて、各地域

の経営指導員、地域インストラクター、三重県産業支援センターなど支援機関同士で

の連携を促進し、地域ぐるみで中小企業・小規模企業を支援する体制づくりに取り組

みます。                           （雇用経済部） 

○三重県が培ってきた海外ネットワークとの連携や資金、人材育成など独自の「スター

トアップ・サポートプログラム」を策定し、グローバル展開を視野にした創業及び第

                                                   
16 グレーター・ナゴヤ・イニシアティブ（Greater Nagoya Initiative）。名古屋を中心に半径約 100 キロ

メートルに拡がる地域を指し、圏内の産業経済をより世界によりオープンなものとして、世界から優

れた企業・技術やヒト・情報を呼び込むために、圏内の県、市、産業界、大学、研究機関が一体とな

り、国際的産業交流を促進する活動。 
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二創業を支援します。                     （雇用経済部） 

○伝統産業・地場産業について、中小企業等におけるデザイナー等との連携による地域

資源を活用した新商品開発や大都市圏等への販路開拓等を支援します。 

（雇用経済部） 

⑧ 農林水産業の振興 

○農山漁村における雇用の創出に向け、経営の高度化や６次産業化の促進、人材の育成

などを地域の実情に応じて組み合わせ、一体的に進めるプロジェクト活動を展開しま

す。                             （農林水産部） 

○県産米の品質向上を図るため、生産者団体等で構成する「三重県産米品質改善対策会

議」を中心に、気象や生育状況の的確な分析を踏まえた適切な栽培技術の周知徹底を

図るとともに、大規模水田経営体や企業との連携により、ＩＣＴ活用による高品質・

低コスト化実証調査を通じて、大規模な水田経営における高度管理技術の確立を進め

ます。                            （農林水産部） 

○畜産業の成長産業化に向け、受精卵移植技術を用いた和牛子牛生産技術、朝挽き鶏肉

の流通技術及び未利用資源を活用した養豚飼育技術等の確立とともに、これら技術の

生産者等への移転を進めます。また、県内産飼料の生産・利用拡大に向けた畜産クラ

スターの構築等に取り組みます。                （農林水産部） 

○木質バイオマス発電所の木質チップ需要が林業全体の下支えとなるこの好機に、素材

生産量を増加させるための本格的な主伐の促進、建築用材・木質チップ原料等の安定

供給体制づくりなどに取り組み、林業の活性化を進めます。    （農林水産部） 

○養殖業の経営改善対策として、マダイとマハタなど複数の魚種を組み合わせた複合養

殖を推進するほか、ウマヅラハギなど新たな複合養殖構成魚種の生産技術の開発、高

騰する魚粉の代替飼料や魚病予防に向けた飼料添加物の開発等を進めます。また、海

女漁業の振興に向け、アワビや赤ナマコの種苗の生産に関する実証試験や放流効果調

査、藻場造成に取り組みます。                 （農林水産部） 

⑨ 南部地域市町への支援 

○「南部地域活性化基金」や「南部地域活性化プログラム」のこれまでの取組を検証し、

その結果を踏まえ施策の充実を図ります。    （地域連携部南部地域活性化局） 

⑩ 政府関係機関の地方移転 

○東京一極集中を是正するとともに、本県が注力している政策のより一層の推進や本県

が抱える課題の解決を目指すため、次の政府関係機関の本県への移転を目指します。 

（戦略企画部） 

【移転を目指す機関】 

気象庁（危機管理及び火山に対応する部署を除く）、ＪＮＴＯ（日本政府観光局）、

環境調査研修所、森林技術総合研修所（林業機械化センターを除く）、水産総合研

究センター本部及び開発調査センター（一部の部署）、石油天然ガス・金属鉱物資

源機構石油開発技術本部技術センター（一部の部署）、防災科学技術研究所（一部

の部署）、教員研修センター（研修の一部）、自治大学校（研修の一部） 
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めざす姿 

三重県の産業を根幹から支える、多様なニーズに対応した次代の産業人材の確保と育

成が進んでいます。また、人材の需要は、しごとの創出と表裏一体の関係にあることか

ら、しごとの創出に関する取組により人材を育成し、多様な人材が確保されています。 

 

指標名  現状値  31年度 

三重の食の産業を担う担

う人材の育成数 
  

※農林水産関係指標を検

討中 
  

 

現状と課題 

■三重県の産業の強みである「ものづくり産業」をさらに強化していくためには、優秀

な技術人材を数多く輩出し続けるための仕組みが必要です。 

■製造現場において、人材が確保されなければ、これまで培ってきたものづくり技術の

伝承が滞る恐れがあるとともに、技術取得に時間を要することから、効率的な人材育

成の仕組みが必要です。 

■産業の業種業態は多様で、第１次産業、第２次産業、第３次産業と幅広いことから、

企業ニーズの高い分野などの人材育成に効果的に取り組む必要があります。 

■県内雇用情勢の好転に伴い、建設や介護など多くの業種で、中小企業等の労働力の不

足感が進みつつあります。 

■三重県の雇用情勢は、平成 25年６月以降平成２７年３月まで有効求人倍率が 22か月

連続１倍台で推移していますが、「三重県景気動向調査」では、雇用ＤＩ17が、非製造

業では平成 23 年７・９月期から、製造業では平成 25 年 10・12 月期からプラスが続

いており、全体として労働力不足感が増加傾向となっています。 

■建設業においては、入職する若年者が減少する一方、技術者の高齢化が進んでおり、

若年者の人材確保や育成に向けた取組が必要です。 

 

他の主体に期待する主な役割 

■事業者は、経営に必要な人材や後継者等を育成・確保するため、様々なネットワーク

を構築・活用しながら、主体的な取組を進めます。 

■企業の経営者は、業種を超えたネットワークづくりに協力し、経営理念や経営ノウハ

                                                   
17 Diffusion Index（ディフュージョン・インデックス）。企業の業況感や設備、雇用人員の過不足などの

各種判断を指数化したもの。 

〔ライフシーン２ 働く〕 

16 産業人材の育成 

重要業績評価

指標（ＫＰＩ） 
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ウ等について、若手経営者や経営をめざす若者に伝えることで、県内産業を支える次

代を担う人材の育成に寄与します。 

■市町は、地域の実情に応じて様々な主体と連携し、地域のニーズに応じた人材の育

成・確保に努めます。 

■国は、成長分野の産業をはじめ、農林水産業、建設業など地域に根差す産業に求めら

れる人材を企業が育成・確保できるよう支援制度の拡充に努めます。 

 

対応方針 

■三重県が持つ海外に向けたネットワークを活用し、三重県を「人材育成に関する海外

とのゲートウェイ」とすることで、県内に人を呼び込み、産業人材の確保につなげる

とともに、高度な技術とグローバルな視点を持つ人材の育成を図ります。 

■教育によって得られる知識が産業界においてどのように活かされるのかを明確に伝

え、こどもたちに「ものづくり」への関心を持ってもらうため、専門的な教育メニュ

ーについて、工業高校や高等専門学校、大学などでの充実・強化を図ります。 

■飲食業、宿泊業などの本県の食関連産業は、豊かな食材や多様な食文化を背景に高い

ポテンシャルを有し、農林水産業、製造業、サービス業が関わるすそ野の広い産業で

あることから、これらの中核人材の育成・確保に取り組みます。 

■労働力不足を抱えている分野や、今後、労働力不足が懸念される成長産業分野（航空

宇宙、食等）について、雇用型訓練の実施や、中核人材・高度人材育成のための在職

者訓練等を実施するなど、安定的な人材の確保を目指すとともに、労働力不足解消に

向けて総合的に取り組みます。 

■建設業などさまざまな労働力不足等の課題を抱える分野において、地域のニーズに応

じた安定的な人材確保・育成が図れるよう取り組みます。 

■農林水産業における多様な担い手を確保するため、新規就業者の定着・育成はもとよ

り、地域における合意形成のもと、農山漁村地域における新規ビジネスを創出する人

材の育成や企業等の参入促進に取り組みます。 

 

取組内容 

① 多様なニーズに応じた人材育成と多様な人材の確保 

（航空宇宙産業、ヘルスケア産業、農林水産業、建設業、運輸業等） 

○伝統産業・地場産業に従事する人材や担い手育成など後継者の確保と技術の伝承・向

上への取組等を支援します。         （雇用経済部・教育委員会事務局） 

○地域産業の振興を担う専門的職業人材を育成するため、専門高校の教育内容の充実を

図るとともに、産業教育設備の整備・充実に取り組みます。 （教育委員会事務局） 

○県内産業を牽引していく経営人材の育成をめざし、力強い中小企業経営者を核とした

業種を超えたネットワークを構築する場づくりに取り組みます。  （雇用経済部） 

○食・観光産業等サービス産業の従事者を対象に、外部専門家による知識・技能の習得

を目的とした訓練を実施するなど、企業の中核を担うホスピタリティ人材の育成・確
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保を図ります。また、ワールド・オブ・フレーバーへの出展を契機に生まれたＣＩＡ

（The Culinary Institute of America）18との連携を通じて、食のグローバル人材の

育成について検討を進めます。                 （雇用経済部） 

○航空宇宙産業について、世界に通用する多くの人材を育成するため、海外とのネット

ワークを生かし、産学官の連携により取り組みます。       （雇用経済部） 

○県内産業の発展に必要な県内中小企業の強靭化のため、各企業における販路拡大等に

資する人材を育成します。                   （雇用経済部） 

○県内企業が、自社の新たな事業展開や技術力向上等のために、専門的な知識や技術等

を有する高度人材や、理工系分野の大学生等を確保できるよう取り組みます。 

（雇用経済部） 

○企業や求職者の相互ニーズを把握した多様な職業訓練を実施するとともに、地域の中

小企業・小規模企業が求める技術を有する人材を育成・確保するため、高等教育機関

や地域の専門学校等と連携しながら取組を進めます。       （雇用経済部） 

○福祉事業所の農林水産業への参入を進め、農林水産業分野における障がい者就労を促

進するとともに、６次産業化に取り組む女性などを支援します。  （農林水産部） 

○新規就農者の確保・定着に向け、農業大学校における人材育成機能の充実を図るとと

もに、研修会等の開催によりサポートリーダーの資質向上や市町及び産地における新

規就農者の受入体制の整備を進めます。また、地方創生モデルとして、企業や農協出

資型法人の農業参入等を支援することにより、農業・農村における新規雇用の創出と

遊休農地の解消を図ります。さらに、次世代農業の主軸となる若き農業のビジネス人

材を育成するシステムの構築等を進めます。           （農林水産部） 

○畜産業の経営安定に向け、家畜伝染病の発生予防と予察及び蔓延防止を図るため、生

産者段階における危機管理体制の強化や獣医師などの畜産経営体を支える人材の確

保・育成に取り組みます。                   （農林水産部） 

○新規林業就業者の確保に向け、高校生を対象にした職場体験研修、就業フェアを開催

するとともに、今後の林業を担う人材の育成に向けた新たな仕組みを検討します。ま

た、県産材の効率的な生産に必要な高性能林業機械の操作等に習熟した技術者を養成

するとともに、林業事業体が実施する架線集材などの主伐を実施するために必要な技

術者の育成を支援します。                   （農林水産部） 

○水産業の担い手の確保に向け、三重県漁業担い手対策協議会において、新たな支援策

や漁村の意識改革など、諸課題への対応を検討するとともに、漁師塾の座学カリキュ

ラムの充実や取組地区の拡大、新規就業時の経済的不安解消に向けた支援策の充実な

どに取り組みます。                      （農林水産部） 

○ヘルスケア分野の多様化するニーズに対応すべく、産学官民が連携し多様な人材の育

成・確保に取り組みます。                   （健康福祉部） 

○建設業の活性化に向けて人材確保や技術継承が図られるよう、若年者の入職促進、人

材育成や就業者の定着促進、建設業への理解促進の取組等を支援します。 

（県土整備部） 

  

                                                   
18 ニューヨーク州にあるアメリカ合衆国のレストラン単科大学。 
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めざす姿 

企業におけるワーク・ライフ・バランス等の取組が進み、だれもが安心して働き続け

られる職場環境が整備されています。 

また、企業、ＮＰＯ、行政等が連携して地域の実情に応じた雇用支援や職業能力開発

が行われることにより、働く意欲のあるすべての人が、性別や年齢、障がいの有無等に

関わりなく働いています。さらに、就労継続や再就職支援の取組により、妊娠・出産・

子育て等と両立しながら働きたいと考える多くの女性が、希望する形で就労できるな

ど、多様な働き方が可能となっています。 

 

指標名  現状値  31年度 

民間企業における障がい

者の法定雇用率達成企業

の割合 

  

ワーク・ライフ・バランス

の推進に取り組んでいる

県内事業所の割合 

  

女性の就業生活における

活躍の推進に関する法律

に規定する事業主行動計

画を定めた企業や団体の

数 

  

現状と課題 

■少子高齢化に伴う人口減少が進む中、人口減少を克服し地域の活性化を実現するに

は、県内企業の競争力を維持・向上させることが必要であり、企業における働き方を

見直し、働きやすい職場環境づくりが求められています。また、給与等の格差を改善

し、経済的基盤を安定させることが人口の定着につながります。 

■日本における子育て世代の男性が家事・育児に費やす時間は国際的に最低水準となっ

ていますが、原因の一つが長時間労働であると指摘されています。また、出産・育児

期に女性が仕事を中断する傾向が強い原因の一つでもあります。優秀な人材を呼び込

み、引き留めるためには、長時間労働の抑制の必要があります。このことは、女性の

活躍や少子化対策にも資するものです。 

■生産年齢人口が減少する中、貴重な労働力として期待される女性や若者、障がい者、

子育て世代、中高年齢層など、すべての人が、個々の能力を発揮して、安心して働け

る職場環境づくりが求められています。 

 

 

〔ライフシーン２ 働く〕 

17 働く場・働き方の質の向上 

重要業績評価

指標（ＫＰＩ） 
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他の主体に期待する主な役割 

■事業者は、働きやすい職場環境づくりに向けて、ワーク・ライフ・バランス等の推進

に努めます。 

■事業者は、女性の再就職支援や離職防止に取り組むとともに、障がい者の雇用につい

て理解を深め、働く意欲のある人が多様な働き方で働くことができる社会の実現に努

めます。 

■市町は、国や県等と連携し、地域の実情に応じた事業展開を図ります。 

■国は、関係機関等と連携し、働きやすい職場環境づくりの機運醸成や制度創設、環境

整備などに努めます。 

 

対応方針 

■働き方を見直し、働きやすい職場環境づくりに向け、企業におけるワーク・ライフ・

バランスの取組を促進します。 

■県と障がい者の就労を支援している関係機関との連携をさらに強化し、障がい者が働

く環境整備について企業への働きかけを進めるとともに、障がい者の態様に応じた職

業能力開発を行うことにより、障がい者の雇用及び職場定着の促進に努めます。 

■仕事と子育ての両立を希望する女性に対して、出産後の就労継続や再就職支援などの

取組を進めるとともに、女性活躍の機運を醸成し、女性が活躍できる環境整備に努め

ます。 

 

取組内容 

① ワーク・ライフ・バランスの推進 

○長時間労働の抑制や休暇の取得促進など、すべての人が活躍できる職場環境づくりや

待遇の見直しに向けて、企業におけるワーク・ライフ・バランスの取組を支援します。 

（雇用経済部） 

 

② 企業等による地域子育ての活発化 

○活動する地域社会全体で子どもの育ちや子育てを支えていくという趣旨に賛同する

企業等を増やし、活発に活動されるような環境づくりを進めます。 

（健康福祉部・子ども家庭局） 

 

③ 多様な働き手の活躍の場の創出 

○住み慣れた地域でいつまでも元気に働き、社会参加したいシニア世代が、人材が不足

している介護職場において活躍していけるよう環境を整備します。 （健康福祉部） 

○福祉的就労でもなく、一般就労でもない、障がいのある人もない人も「対等な立場」

で「ともに働く」ことができる新しい働き方である、「社会的事業所」の創業と安定

的な運営を支援します。                    （健康福祉部） 

○女性の活躍に向けた取組を進めるために設置した「女性の大活躍推進三重県会議」へ
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の企業・団体等の更なる加入を働きかけ、女性の活躍推進の輪を拡げていくとともに、

セミナーの開催、女性人材の育成、企業へのアドバイザー派遣などの取組を関係機関

等と連携して行います。                    （環境生活部） 

○外国人児童生徒が、将来、社会の構成員として共に生活できるよう、進路希望に応じ

た学びの支援等の取組を市町教育委員会や関係機関等と連携して進めます。 

 （教育委員会事務局） 

○愛知・岐阜・三重県及び名古屋市で定めた「外国人労働者の適正雇用と日本社会への

適応を促進するための憲章」を普及することを目的とするセミナーを開催するなど、

外国人労働者の適正雇用や多文化共生の推進について、県内企業に働きかけます。ま

た、留学生等の外国人住民が県内企業に就職することを支援します。 （環境生活部） 

○マタニティ・ハラスメント等の防止に向けて、出産や子育てに対する肯定的な意識を

醸成し、支援制度を活用しやすい職場風土づくりをめざす企業の取組を支援します。 

（環境生活部） 

○農林水産業及び農山漁村における男女共同参画を進めるため、農村女性アドバイザー

研修や６次産業化等による起業支援など、担い手となる女性の能力開発に取り組みま

す。また、男女ともに仕事と子育て等を両立できる環境を整備するため、各地域でワ

ークショップや研修会を開催し、自発的な取組の展開につなげるとともに、フォーラ

ム等を通じてモデル的な取組を普及します。           （農林水産部） 

○障がい者の雇用について、ステップアップカフェ等を活用した啓発、関係機関と連携

した企業への働きかけ、障がい者の態様に応じた職業訓練や職場実習の機会の提供、

企業間ネットワークへの支援などの取組を推進します。また、障がい者の職場定着を

促進するため、関係機関と連携しながら、職場における障がい特性の理解を支援する

とともに、障がい者に対し事業主が講ずべき措置（合理的配慮の提供）について国と

連携して周知を図ります。                   （雇用経済部） 

○特別支援学校高等部生徒の進路希望を実現するため、キャリア教育マネージャー等の

外部人材を活用し、生徒の可能性や強みを企業に提示する提案型の職場開拓を行うと

ともに、関係機関等と障がい者の就労にかかる情報を共有します。 

（教育委員会事務局） 

○女性の就労について、学生がライフプランとキャリアデザインを考える機会の提供、

就労継続がかなう労働環境づくり、キャリアアップ支援、就労相談や研修等の再就職

のための支援、再就職後のフォローアップなどに取り組みます。  （雇用経済部） 
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めざす姿 

移住を検討する皆さんが、ライフスタイルに応じたきめ細かなワンストップの相談体

制を活用することで、三重県への移住が促進されています。 

 

指標名  現状値  31年度 

県及び市町の相談窓口等

で把握した移住者数 
  

 

現状と課題 

■国の調査や認定ＮＰＯ法人ふるさと回帰支援センターの相談件数の推移をみると、首

都圏等の都市部において、地方への移住やＵ・Ｉターンのニーズが高まっており、こ

うしたニーズへの的確な対応が求められています。 

■首都圏等の都市部では、移住を考える人から、県内企業への就職や農林水産業への就

業に関する情報の提供が求められています。 

■移住を考える人の中で関心が高いのが「仕事」と並んで「住居」に関する情報であり、

空き家情報をはじめ、自分らしいライフスタイルにあった住居の改修など住まいに関

する支援が求められています。 

 

他の主体に期待する主な役割 

■県民は、移住者の積極的な受け入れを行い、お互いの暮らしや地域での活動を前向き

に進めるために協力しあえる関係をつくります。 

■市町は、移住者受け入れのための相談窓口の設置や「空き家バンク」制度の運用、「移

住体験ツアー」の実施等、実際に移住者を受け入れるための取組を進めます。また、

県や地域と連携し、移住者の受け入れを地域の活性化につなげます。 

■国は、移住希望者が地方で多様なライフスタイルを実現できるよう、地方への人の流

れを生み出すための気運の醸成や県及び市町への支援に努めます。 

 

対応方針 

■移住に関する相談をワンストップで受けられる窓口として東京に「ええとこやんか三

重 移住相談センター」を設置して移住相談体制を確立するとともに、市町や関係機

関の取組と連携し、移住者の受入体制の確立を図ります。 

■Ｕ・Ｉターンの促進のため、「ええとこやんか三重 移住相談センター」において、

関係機関と連携し、県内企業への就職や農林水産業への就業など、希望者のニーズに

対応した就業情報を一元化して情報発信します。 

〔ライフシーン３ 暮らす〕 

18 総合的な移住の促進 

重要業績評価

指標（ＫＰＩ） 
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■三重県への移住を促進するため、市町が実施する空き家等を活用したリノベーション

事業を支援します。 

 

取組内容 

① 首都圏におけるワンストップ窓口の設置による移住相談体制の確立と活用 

○三重県への移住を促進するため、東京に移住相談センターを開設して移住希望者への

相談体制を強化するとともに、市町や関係機関と連携して仕事や暮らしなど移住に関

するさまざまな情報の提供・発信を行います。          （地域連携部） 

○移住相談センターを活用した南部地域市町の移住の取組を支援するとともに、受入体

制の強化等について市町と連携して取り組みます。 （地域連携部南部地域活性化局） 

 

② Ｕ･Ｉターンニーズに対応した仕事情報の一元化 

○Ｕ･Ｉターンの促進のため、移住相談センターを活用し、農林水産業への就業や農山

漁村の暮らしなどに関する情報の提供・発信に取り組みます。   （農林水産部） 

○Ｕ･Ｉターンの促進のため、移住相談センターにおいて、住むところや働く場の情報

提供も含めた相談をワンストップで行うとともに、就職相談セミナー等を開催するな

ど、Ｕ･Ｉターン希望者に密接な情報提供、就職相談を行う体制づくりを進めます。 

（地域連携部、雇用経済部） 

○関西圏からのＵ・Ｉターン就職を促進するために、三重県関西事務所における出張就

職相談や、関西・中部圏において、Ｕ・Ｉターン就職セミナーを実施します。 

（雇用経済部） 

 

③ 空き家のリノベーションへの支援 

○移住相談センターにおける「暮らす場」の魅力発信のひとつとして、県外からの移住

を促進するため空き家等を活用したリノベーション事業により、移住にともなう居住

者の自己負担を低減します。                  （県土整備部） 
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めざす姿 

子どもから高齢者、障がい者、外国人住民など、すべての県民が、医療、福祉・介護

サービス等を確実に受けることができ、災害に強く、犯罪や交通事故のない安全・安心

な生活環境が確保されています。 

 

指標名  現状値  31年度 

県内の病院で後期臨床研

修を受ける医師数 
  

県内看護系大学卒業者の

県内就職者数 
  

介護度が重度で在宅の特

別養護老人ホーム入所待

機者数 

  

「みえ防災人材バンク」登

録者の活動件数 
  

現状と課題 

■外国人住民を含めたすべての県民にこれからも安心して住み続けてもらうには、医

療、福祉・介護サービスの確保とともに、地域防災力の向上や犯罪、交通事故のない

安全・安心な生活環境を確保する必要があります。 

■安全で安心な医療提供体制を構築するため、医師や看護職員の不足や地域偏在の解消

に向けた取組が必要です。 

■要介護認定率が高くなる 75 歳以上の高齢者が増加するなか、福祉・介護分野では慢

性的な人材不足となっており、必要な人材の確保が必要です。 

■県民一人ひとりが健康で長生きし、活躍できるよう、健康づくりから病気の予防・早

期発見などの健康対策の推進が求められています。 

■県民の皆さんが持つ地球温暖化への関心を、行動へつなげる仕組みづくりが必要なほ

か、将来にわたり安心して住めるよう、温室効果ガスの排出抑制への取組、温暖化に

よると思われる事象への「適応」対策が求められます。また、県民の生活の質の向上

のため、伊勢湾など地域の良好な環境を確保し、継承していく必要があります。 

他の主体に期待する主な役割 

■県民は、持続可能で安全・安心な地域づくりへの取組について考え、積極的に参画し

ます。 

■市町は、住民に最も身近な立場から、ニーズを的確に把握し、地域生活を支える基礎

的なニーズにあったきめ細かいサービスを提供することが求められており、医療・福

祉などの分野において実情に応じた施策を推進します。 

■国は、在宅医療を含めた医療・介護提供体制の整備など地域における医療及び介護を

〔ライフシーン３ 暮らす〕 

19 暮らしの安全・安心の確保 

重要業績評価

指標（ＫＰＩ） 
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総合的に確保するための取組や、様々な災害に対する地域コミュニティによる対応力

を底上げするための環境の整備などを支援します。 

対応方針 

■県民が安心して暮らせるよう、医療、福祉・介護サービス等の維持・確保を図ります。 

■医師や看護職員の育成を図るとともに、勤務環境改善や医療機関等の魅力向上支援な

どにより県内定着に取り組みます。あわせて地域偏在の解消を図ります。 

■福祉・介護分野において、地域のニーズに応じた安定的な人材確保・育成が図れるよ

う取り組みます。 

■病気の予防・早期発見に努めるため、特定健康検診等の受診率向上への取組を支援す

るとともに、こころの悩みを持つ人への取組など、こころの健康づくりを推進します。 

■外国人住民も含めた地域ぐるみの防災対策を推進し、地域防災力の向上を図るととも

に、災害発生時に迅速かつ的確に活用できるよう、防災情報の共有化を推進します。 

■犯罪や交通事故のないまちづくりを推進するため、犯罪被害に遭いにくい生活環境の

確保と犯罪の徹底検挙・抑止のための取組を強化するとともに、交通安全施設の計画

的な整備・修繕や交通安全広報啓発活動を推進します。 

■県民、事業者、行政等のさまざまな主体が力をあわせて、温室効果ガスの排出削減を

進めるとともに、環境行動の定着のための取組等を行います。また、生活排水処理ア

クションプログラム」に基づき生活排水処理施設の整備を進めるとともに、浄化槽の

適正な維持管理を推進します。 

取組内容 

① 医療、福祉・介護サービス等の維持・確保 

○これまでの医師確保対策と併せ、医師修学資金貸与者等に地域医療支援センターの三

重専門医プログラムの活用を働きかけ、若手医師のキャリア形成支援と一体的に、医

師の地域偏在の解消に向けた取組を進めます。     （健康福祉部医療対策局） 

○看護師、助産師の確保に向けて、看護学生の県内就業率の向上、新人看護職員の離職

防止、潜在看護職員の復帰支援、助産師出向システムなどの取組を進めます。 

  （健康福祉部医療対策局） 

○福祉・介護分野の人材確保のため、福祉・介護の職場を体験する機会の提供、離職者・

中高齢者・若者等への介護職員初任者研修の実施と就労促進、中高生・保護者・教職

員への福祉・介護の魅力の発信、潜在的有資格者の介護職場への再就業促進、シニア

世代の介護職場への就業促進などに取り組みます。        （健康福祉部） 

○施設サービスを必要とする方が円滑に介護保険施設を利用できるよう、市町と連携し

て重点的に特別養護老人ホーム等の整備を進めていきます。    （健康福祉部） 

○地域包括ケアの実現に向け、地域住民が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地

域包括支援センターを中心とした認知症の早期発見・早期対応や、介護予防の取組な

どを支援します。                       （健康福祉部） 

○さまざまな障がいの状態に応じたサービスを提供し、障がい者が地域で生活できる支

援体制整備を進めます。                    （健康福祉部） 

○少子高齢化の進行による医療・介護需要の変化に対応するため、地域ごとの 2025 年
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のめざすべき医療提供体制を明示する地域医療構想を策定し、その地域にふさわしい

バランスのとれた医療機能の分化・連携を推進するとともに、あわせて在宅医療、地

域包括ケアシステムとの連携を進めます。       （健康福祉部医療対策局） 

○地域の利便性の高い施設と、医療提供サービス及び健康増進サービスとの連携のあり

方について検討します。               （健康福祉部医療対策局） 

○救急医療体制を確保するため、救命救急センターの運営、ドクターヘリの運航、二次

救急医療機関の救急医確保等を支援します。      （健康福祉部医療対策局） 

○休日、夜間に安心して受診できる体制を確保するため、救急医療情報システム「医療

ネットみえ」の運営、かかりつけ医の必要性や適切な受診行動の普及啓発等を実施す

るとともに、「みえ子ども医療ダイヤル」による電話相談を実施します。 

（健康福祉部医療対策局） 

○災害医療体制を確保するため、災害拠点病院等の設備整備、耐震化等を支援します。

また、ＤＭＡＴ19をはじめ災害医療に即応できる医療従事者、災害医療コーディネー

ターの育成に向けた研修や訓練を実施するとともに、地域災害医療対策会議を開催し

ます。                       （健康福祉部医療対策局） 

○在宅医療体制を確保するため、在宅医療を担う医療従事者の研修を行うとともに、市

町の在宅医療体制の整備等を支援します。また、在宅医療に対する県民の理解を深め

るための啓発を行います。              （健康福祉部医療対策局） 

○外国人住民の生活全般にわたるさまざまな相談に応じるため、多言語による相談窓口

を設置するとともに、外国人相談窓口担当者等を対象とした研修会を実施し、県内各

地域での外国人相談窓口での機能の充実を図ります。       （環境生活部） 

○外国人住民が安心して適切な医療を受けられるよう、医療通訳育成研修（ポルトガル

語・スペイン語・フィリピノ語・中国語）を開催して、医療通訳の人材育成を行うな

ど、医療通訳制度の定着に向けて取り組みます。         （環境生活部） 

② 健康寿命の延伸に向けた健康対策の推進 

○県民の皆さんが、日常的に介護を必要とせず、自立して心身ともに健康的な生活を送

れるよう、特定健診やがん検診等の受診率向上のための事業支援を行い病気の早期発

見・治療につなげるとともに、こころの健康づくりのための地域ネットワークの強化

を図るなど、ソーシャルキャピタルを活用して健康寿命の延伸に向けた健康対策を推

進します。                     （健康福祉部医療対策局） 

③ 地域防災力の向上 

○みえ防災・減災センターを活用して、「防災人材バンク」の拡充や消防団と自主防災

組織の組織力向上と相互の連携強化を図るとともに、企業防災にかかる相談機能の向

上や「みえ防災・減災アーカイブ」の充実を図るなど「自助」「共助」の取組を促進

し、地域防災力を向上させるための様々な取組を展開します。   （防災対策部） 

                                                   
19 Disaster Medical Assistance Team。災害急性期に活動できる機動性を持つ、専門的な訓練を受けた医師、

看護師等で構成する災害派遣医療チーム。 
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○防災に関する各種情報を一元的に集約し、それらを迅速かつ的確に提供するための新

たな防災情報提供システム（三重県防災情報プラットフォーム）を構築します。 

（防災対策部） 

○外国人住民を主な対象とした避難所訓練を、市町、市町国際交流協会、ＮＰＯ、企業

等さまざまな主体と連携して開催するなど、外国人住民を含めた災害時の共助の仕組

みを築きます。                        （環境生活部） 

④ 犯罪や交通事故のない安全・安心な生活環境の確保 

○性犯罪・性暴力被害者支援を行う「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」を設置・

運営し、性犯罪・性暴力被害者の専門的な相談対応や医療機関の紹介等による支援を

行います。                          （環境生活部） 

○犯罪のない安全で安心なまちづくりに向けて、関係機関と連携し、県民の皆さんも参

加した犯罪を防ぐための取組を進めるとともに、犯罪抑止に有効である防犯カメラ設

置の支援等に取り組みます。                  （環境生活部） 

○四季の交通安全運動等における年間を通じた交通安全啓発活動を行い、交通事故防止

の徹底に向けた取組を推進します。               （環境生活部） 

○犯罪の早期かつ徹底検挙に向けた取組を強化するとともに、自治体等の関係機関・団

体と連携した犯罪抑止インフラの整備・拡充、自主防犯活動の活性化に向けた防犯ボ

ランティア団体への積極的な支援を行います。           （警察本部） 

○安全かつ快適な道路交通環境を構築するため、交通安全施設の計画的な整備・修繕を

行います。                           （警察本部） 

○通学路の安全・安心を高めるため、通学路の安全確保に向けた基本的な方針「通学路

交通安全プログラム」に基づく対策に、計画的に取り組みます。 

（県土整備部・教育委員会事務局） 

⑤ 自然環境の確保と魅力的な地域づくり 

○「獣害対策に取り組む集落」づくりに向け、集落の実態調査や座談会等を開催するこ

とで、集落住民の獣害対策への機運を醸成するとともに、指導者育成講座の開催によ

り、集落リーダーの育成に取り組みます。また、野生獣の生息管理を適切に進めなが

ら、効果的な捕獲技術の開発と普及に取り組むとともに、獣肉等の利活用を促すこと

で、捕獲の促進につなげていきます。              （農林水産部） 

○県内で既に生じつつある温暖化の影響について、調査・ 研究等を進めて情報提供し

ます。また、県民、事業者、行政等が連携して温室効果ガスの排出削減の取組を推進

（「みえエコ通勤デー」やカーボン・オフセット等の取組の促進）し、ＥＶ（電気自

動車）等を活用した低炭素社会づくりを推進し、地域の魅力向上を図ります。 

（環境生活部） 

○浄化槽整備について生活排水未整備人口の解消に向け合併処理浄化槽への転換を促

進するとともに、適正な維持管理のための啓発を行い、自然環境を守り住みやすい地

域づくりを推進します。                    （環境生活部） 
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めざす姿 

生活交通の確保やバリアフリー化などの生活環境が整うとともに、多くの県民の皆さ

んが、暮らす地域において身近に生活サービスを享受でき、主体的に地域活動に参画す

ることで、いきいきと豊かに暮らせる地域が形成されています。 

 

指標名  現状値  31年度 

モビリティ・マネジメント

力の向上を促進する取組

件数（累計） 

  

過疎地域等における活性

化・定住促進の新たな取組

数（累計） 

  

 

現状と課題 

■障がい者、高齢者をはじめ、子どもや妊産婦などすべての人が、安全で自由に移動す

ることのできる環境を整備する必要があります。 

■公共交通の利用者が減少し、赤字路線等の廃止に伴う交通不便地域や空白地域が生じ

るなど、地域によっては交通の基本的な機能が損なわれつつあり、生活基盤としての

公共交通の確保・活用に向けた取組が求められています。 

■人口減少・超高齢社会に対応し、誰もが快適に暮らすことができるまちづくりに向け

て、商業施設や医療機関等の日常生活に必要なサービスを効率的に享受できる暮らし

やすい環境づくりが求められています。 

■人口減少社会の本格的な到来など社会の枠組みが変化する中、地域の課題解決に向

け、さまざまな主体の協創による自主的な取組の一層の推進や地域における広域的な

連携等が求められています。 

■南部地域をはじめとした中山間地域・過疎地域等では一貫して人口流出が継続してお

り、地域コミュニティの弱体化が進んでいることから、これらの課題に取り組む住民

組織や市町等への支援が求められています。 

 

他の主体に期待する主な役割 

■県民は、自らの個性や能力を発揮し、さまざまな分野において自らの個性や能力を発

揮することで、地域の課題解決に向けた活動を行います。 

■県民及び事業者は、地域の公共交通の必要性と重要性を理解するとともに、積極的に

利用することで、生活交通の維持・確保に参画します。 

■地域で活動する団体等は、地域コミュニティの活性化に寄与する活動を行い、またそ

の活動を通して、地域の担い手となる人材を育成します。 

〔ライフシーン４ 暮らす〕 

２０ いきいきと豊かに暮らせる地域づくり 

重要業績評価

指標（ＫＰＩ） 



71 

 

■事業者は、それぞれの事業分野において、一人ひとりのニーズを踏まえた安全で質の

高いサービスを提供することで豊かな暮らしの環境づくりに取り組みます。 

■市町は、住民が地域での日常生活に必要な各種サービスを確実に受けられるととも

に、豊かでいきいきと暮らせる生活環境が確保できるよう取組を進めます。 

■国は、都市のコンパクト化や周辺等の交通ネットワーク形成などの取組を支援しま

す。 

 

対応方針 

■地域での日常生活をする上で支障となる物理的な障害を取り除くなど、バリアフリー

の取組を推進します。 

■生活基盤としての公共交通の確保・活用に向けて、広域的な移動を伴う地域間バスや

鉄道事業者が行う老朽化・耐震・安全等の対策に対して、国や関係市町等と協調して

支援するとともに、多様な主体が望ましい交通社会の実現に向け自発的に働きかける

力（モビリティ・マネジメント力）の向上を図ります。 

■商業施設や医療機関等の日常生活に必要なサービスの効率的・効果的な提供に向け、

市町や関係機関と連携し、交通ネットワークの形成と一体となったコンパクトなまち

づくりを進めます。 

■さまざまな地域課題の解決を図るため、「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」

などの取組により、市町をはじめ地域社会を支えるさまざまな主体による地域づく

り、地域における広域的な連携等を支援していきます。 

■条件不利地対策として、人口流出が継続し、地域コミュニティの弱体化が進んでいる

南部地域等における住民組織や市町等への支援を積極的に進めます。また、中山間地

域の振興のあり方についても検討していきます。 

 

取組内容 

① 生活交通でのバリアフリーの推進 

○公共交通機関を利用する際に、すべての人が安全で自由に移動できるよう、鉄道事業

者が行う駅舎のバリアフリー化を支援するとともに、路線バスについて、バス事業者

が行うノンステップバスの導入を促進します。          （健康福祉部） 

 

② 公共交通の確保と活用 

○バス事業者が運行する地域間バスを支援するとともに、中小鉄道事業者が行う安全

性・利便性の向上を図るための設備整備や老朽化した施設の改良、鉄道事業者が行う

耐震対策等について、国等と協調して支援します。       （地域連携部） 

○子どもを対象とした教育や、事業者との連携による公共交通の利用促進に向けた取組

などにより、多様な主体によるモビリティ・マネジメント力の向上を図ります。 

（地域連携部） 
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③ コンパクトなまちづくりの推進 

○都市における効果的な医療・福祉・子育て支援・商業等生活サービス提供のための都

市機能の中心拠点への集約、持続的な生活サービスやコミュニティ確保のためのその

周辺部等への居住の誘導を一体的に取り組み、交通ネットワークの形成と一体となっ

たコンパクトなまちづくりを進めます。             （県土整備部） 

 

④ さまざまな主体による地域づくり等への支援 

○地域社会におけるニーズや課題に対応できるよう、ＮＰＯ法人の運営基盤強化の支援

を行っていきます。                      （環境生活部） 

○いきいきとした暮らしに必要な諸機能を確保するため、中心となる市町と近隣市町が

連携して取り組む「定住自立圏」など地域における広域的な連携や、「県と市町の地

域づくり連携・協働協議会」の取組等により地域・市町の実情に応じた地域づくりを

支援します。                         （地域連携部） 

○さまざまな主体による地域づくり活動が推進されるよう、地域づくり団体の情報発信

など側面的な支援を行っていきます。              （地域連携部） 

 

⑤ 中山間地域・過疎地域等への支援 

○中山間地域・農山漁村において、地域や市町が実施する、コミュニティの維持や生活

サービス機能の確保のための取組を支援します。 

（地域連携部、地域連携部南部地域活性化局、農林水産部） 

○「南部地域活性化基金」や「南部地域活性化プログラム」のこれまでの取組を検証し、

その結果を踏まえ施策の充実を図ります。    （地域連携部南部地域活性化局） 

○南部地域における住民による主体的な地域づくりをサポートする人材の育成に取り

組むとともに、集落機能の維持・活性化に向け、地域の実情に応じて主体的に取り組

む市町を支援します。             （地域連携部南部地域活性化局） 
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めざす姿 

自然、歴史・文化、食、スポーツなど、地域資源を活用した三重ならではの交流促進

や産業振興などにより地域の魅力が向上し、子どもから大人まで多くの人が、本県に住

みたい、あるいは本県を訪れたいと感じています。 

また、これらの取組方向や成果にかかる情報発信、県内外に向けた本県の興味や関心

を喚起するプロモーションなど、戦略的な広聴広報活動が実現しています。 

 

指標名  現状値  31年度 

県内の外国人述べ宿泊者

数 
  

熊野古道の来訪者数   

農産漁村の交流人口   

現状と課題 

■本県の魅力向上を図り、人や企業等の誘致、移住を促進するためには、三重の資源を

有効活用した、三重ならではの交流促進や産業支援、暮らす場としての魅力向上が不

可欠です。 

■また、本県の魅力向上を図るためには、サミット等のチャンスを生かして、これら取

組について戦略的なプロモーションを展開し、本県の興味や関心を喚起することが不

可欠です。 

 

他の主体に期待する主な役割 

■県民は、地域主導で行われる様々な地域の魅力づくりの場に積極的に参画します。ま

た、伊勢志摩サミットの開催に向けて様々な形で主体的に関わり、開催の機運の醸成

と開催後の地域づくりにつなげていきます。 

■地域で活動する団体等は、地域の魅力を伝える人材を育成し、県内外へ情報発信しま

す。 

■事業者は、豊かな食文化等の特性を生かした商品開発、販路拡大に取り組み、三重県

の魅力向上、交流促進等を図ります。 

■市町は、各地域の歴史・文化資源を活用し、地域団体等と連携したプロモーション活

動を行い、県内外の興味や関心を喚起します。また、率先してスポーツイベントの誘

致等を行い、県内外からの誘客・交流人口の拡大に取り組むとともに、スポーツを楽

しめる場づくりに努めます。 

〔ライフシーン５ 暮らす〕 

2１ 地域資源の活用による交流人口の拡大 

重要業績評価

指標（ＫＰＩ） 
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■市町や関係団体等は、「伊勢志摩サミット三重県民会議」を中心に、様々な主体と連

携し、伊勢志摩サミットの開催支援に取り組むとともに、開催後の地域の活性化につ

ながる取組を展開します。 

■国は、地方の交流人口の拡大のため、自然、歴史、文化・芸術、スポーツなど、地域資源を

活用した地域コミュニティの活性化と魅力向上のための取組に対し支援します。 

 

対応方針 

■本県の認知度向上・イメージアップを図り、販路拡大や誘致（誘客）、移住につなが

る戦略的なプロモーションを推進します。 

■三重県特有の歴史・文化資源を活用したイベントや首都圏・関西圏でのセミナーなど、

県外からの誘客促進とともに、三重の歴史・文化を活用した交流促進を図ります。 

■スポーツによる地域活性化を図る市町等を支援し、スポーツイベントの誘客等を通じ

た県内外からの誘客・交流人口の拡大を図るとともに、地域でスポーツを楽しめる場

づくりを推進します。 

■豊かな食文化など高いポテンシャルを有する産業振興を行い、販路拡大を支援すると

ともに、三重県の魅力向上、交流促進、雇用創出を図ります。 

■民間企業のノウハウを活用し、子どもたちにリアルなしごとや社会生活のような疑似

空間を体験させることで、県内外から人を呼び込み、交流人口の増加を図ることで、

地域の魅力向上につなげます。 

■忍者など共通テーマを有する他県との連携や新たな三重の魅力を掘り起し、テーマ性

やターゲットを絞った情報発信、取組を実施します。 

■重点国・地域を対象にその国の実情に応じた効果的なセールスを実施し、海外誘客を

一層促進します。 

■伊勢志摩地域で先行して取り組んでいるバリアフリー観光を全県に展開することで、

「日本一のバリアフリー観光県」づくりを推進します。 

■サミットの成功に向け、「伊勢志摩サミット三重県民会議」を中心に市町や関係団体

等と連携し、「開催支援」に取り組むとともに、「おもてなし」、「明日へつなぐ」、「三

重の発信」を柱に、全県的な取組を展開することで、サミットを一過性に終わらせる

ことなく、開催後の地域の活性化につなげます。 

 

取組内容 

① 戦略的なプロモーションの推進 

○本県の認知度向上・イメージアップを図るとともに、販路拡大や誘致（誘客）、移住

につなげていけるよう、本県に関する興味・関心を強烈に喚起する戦略的なプロモー

ションの推進に取り組みます。また、その展開にあたり、市町や関係機関との連携な

ど、関係者が一体となった取組を進めていきます。        （戦略企画部） 
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② 自然、歴史・文化、食、スポーツなど、地域資源を活用した交流促進 

○世界に誇る三重県特有の歴史・文化資源を活用した、あるいは、ゆかりの偉人を顕彰

するなどの展覧会等の開催や、東京および大阪でのセミナーなどを行うことにより、

県内外からの誘客につなげ、三重の歴史・文化にふれることを通じた交流促進を図り

ます。                            （環境生活部） 

○県民の皆さんが特色ある歴史的風土に育まれた有形・無形の文化財の価値に気付き、

守り伝え、積極的に活用することができるよう環境づくりを進め、歴史的・文化的資

産を活かした県内外の人々との交流を促進します。     （教育委員会事務局） 

○スポーツイベントの誘致等を通じて、県内外からの誘客及び交流人口を拡大し、スポ

ーツによる地域の活性化を図る市町等に対して支援を行うとともに、地域でスポーツ

を楽しめる場づくりを推進するため、総合型地域スポーツクラブの支援を行います。 

（地域連携部スポーツ推進局） 

○中山間地域等の農山漁村において、加工や直売、農林水産業体験の実施など地域資源

を生かした多様な取組の促進を図るとともに、集客による交流人口の拡大に向け、企

業等と連携した地域情報の発信や大都市圏へのＰＲの強化などに取り組みます。 

（農林水産部） 

○本県が誇る山・川・海の豊かな自然や、そこで育まれる暮らしや食文化を県内外の人々

に身近に感じてもらえるよう、市町や地域で活動する団体・施設、農林水産業者、民

間企業などと連携し、地域の魅力を伝える人材の育成、「体験プログラム」等の充実、

県内外への積極的な情報発信などに取り組みます。        （農林水産部） 

○豊かな食材や多様な食文化を背景に高いポテンシャルを有する食関連産業を振興し、

その効果が食に関わる県内中小企業等に波及していくよう、様々な機会を捉え国内外

に情報発信し、三重県の「食」の魅力向上、交流促進、さらには雇用創出につなげま

す。                             （雇用経済部） 

○県外からの交流人口を増やすため、子どもたちが良く知っているしごとや三重ならで

はのしごとの体験を通して、その面白さや楽しさを実感することができる魅力的な参

加型イベントを開催し、子どもから大人まで多くの人に本県の魅力を感じてもらい、

本県に住みたいという一つのきっかけを作ることで、定住人口の増加につなげます。 

（雇用経済部） 

○本県の持つ優れた地域資源や観光資源を最大限に生かしつつ、県内外において、戦略

的に三重の魅力を情報発信し、海外を含めた観光誘客などにつなげていきます。 

（雇用経済部） 

○忍者ゆかりの自治体と連携し、日本忍者協議会を設立するとともに、クールジャパン

資源としての「忍者」のブランド化をオールジャパンで進め、「伊賀流忍者」を国内

外に発信します。                    （雇用経済部観光局） 

○三重県バリアフリー観光ガイド「みえバリ」を活用し、NPO法人伊勢志摩バリアフリ

ーツアーセンターが開発し、全国展開しているパーソナルバリアフリー基準の考え方

を広く伝えることで、県内における案内機能の強化、バリアフリー観光の機運の醸成
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や情報発信を進めます。                 （雇用経済部観光局） 

○熊野古道の価値を次世代に伝える体制づくりや、スマートフォンでの情報提供、熊野

古道センターの案内機能の充実など伊勢から熊野をつなぐ環境整備等に取り組むこ

とにより、外国人観光客を含めた交流人口の拡大と地域経済の活性化を図ります。 

（地域連携部南部地域活性化局） 

 

③ 南部地域市町への支援 

○「南部地域活性化基金」や「南部地域活性化プログラム」のこれまでの取組を検証し、

その結果を踏まえ施策の充実を図ります。    （地域連携部南部地域活性化局） 

 

④ サミットの開催を契機とした地域の活性化 

○サミットの成功に向け、万全の態勢で開催支援を行うとともに、三重の歴史・文化や

「食」などの豊富な資源を生かし、各首脳や報道関係者など国内外から来訪されるお

客さまの記憶に残る「おもてなし」でお迎えします。 

（雇用経済部伊勢志摩サミット推進局） 

○明日を担う子どもたちや多様な主体が参画し、県民一人ひとりが主役となって、サミ

ット参加国など世界の国々との国際理解や交流を図る事業に主体的に関わることで、

開催の経験を「明日へつなぐ」取組を進めます。 

（雇用経済部伊勢志摩サミット推進局） 

○美しい自然、豊かな文化・伝統、先進技術など、三重県が世界に誇れる様々な魅力を、

あらゆる機会を通じて途切れることなく国内外に発信します。 

（雇用経済部伊勢志摩サミット推進局） 
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７．基盤づくり～自然減対策及び社会減対策を支えるベース～ 

 自然減対策と社会減対策を両輪として人口減少に立ち向かい、『希望がかない、選ばれ

る三重』を実現するためには、県民の皆さんの安全・安心を下支えする様々な基盤づくり

の整備・充実も必要となります。 

 このため、本戦略で取り組む自然減対策及び社会減対策と合わせて、これらの取組を効

果的に推進するための下支えとして、次のような取組を推進していきます。 

 

 

  

人口減少・超高齢化が進む中、そこに暮らす人が生活サービスを効率的に享受でき、

快適さ、豊かさ、生きがいを感じることができるようにするため、地域特性を活かした

個性あふれるまちづくりを推進することなどが求められています。 

このため、市町と連携しながら、拠点機能の集約化によるコンパクトなまちづくりの

構築に向けた取組を進めるとともに、拠点機能へのネットワークの充実などを進め、地

域特性を活かした個性あふれるまちづくりを進めます。 

 

 

  

本県は主要都市が広く分散するとともに、名古屋圏、関西圏の結節点に位置している

ことから、県内外との交流・連携、円滑な都市間移動を支える広域交通ネットワークが

必要です。特に、県民の安全・安心な生活を支える幹線道路網・港湾施設の整備が求め

られています。 

このため、高規格幹線道路や直轄国道の整備を促進するとともに、これらと一体とな

った道路ネットワークの形成に向けた県管理道路等の整備、港湾施設の整備を推進しま

す。また、県内の交通体系に広く影響を及ぼす鉄道路線等の維持・確保に取り組むとと

もに、広域交通結節点となる主要駅や拠点空港までのアクセス機能の強化の検討、拠点

空港の機能強化に取り組みます。リニア中央新幹線については、早期全線整備や県内駅

の早期決定に向け取り組みます。 

一方で、県民の安全・安心で快適な生活を支えるための生活交通の維持・確保に向け

ては、次世代を見据えた交通基盤の構築が求められています。 

このため、交通分野における新しい技術の動向を見据えながら、将来における移動の

あり方を検討しつつ、利便性や安全性の向上を図るため、広域的な移動を伴う地域間バ

スや鉄道事業者が行う老朽化・耐震・安全などへの対策に対して、国や関係市町等と協

調して支援します。 

 

 

 

①地域特性を活かした個性あふれるまちづくり 

②広域的な交通基盤などの社会資本整備と次世代を見据えた交通基盤の構築 
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南海トラフ地震等の大規模地震や、気候変動に伴い頻発・激甚化する水害・土砂災害

などの大規模災害に備え、県民の安全・安心を確保するため、防災・減災対策が求めら

れています。 

このため、災害発生時における緊急輸送にかかる交通（輸送）を確保するための道路

や、河川管理施設、海岸保全施設、土砂災害防止施設、港湾・漁港施設、農林水産施設

等基盤施設の整備、河川堆積土砂の計画的な撤去、建築物の耐震化、災害に強い森林づ

くり、住民の避難体制を確保するための情報提供の推進などにより、大規模災害に備え

た防災、減災対策を進めます。 

 

 

  

高度経済成長期に整備されたインフラが本格的に老朽化する中、インフラの効果的・

効率的な維持管理が求められています。 

このため、公共土木施設の長寿命化計画に基づき点検・診断・措置・記録を確実に実

施し、メンテナンスサイクルを回すことにより、効果的・効率的な維持管理を進めると

ともに、農林水産施設についても計画的な維持管理を進めます。 

また、長期的な視点に立って公共施設等の総合的管理を行うため、「みえ公共施設等

総合管理基本方針」に基づき、点検・修繕履歴の蓄積などにより的確な維持管理や長寿

命化に取り組みます。 

 

８．総合戦略の推進にあたって 

（１）客観的な効果検証の実施 

総合戦略の推進にあたっては、ＰＤＣＡサイクルを導入し、基本目標にかかる数値

目標や基本的な取組方向にかかる重要業績評価指標（ＫＰＩ）の達成度により、取組

の進捗状況を把握するとともに、効果の検証を行い、中長期的な視野で改善を図って

いきます。 

    その際、ファクト（事実）とロジック（論理）に基づき、事業を構築するとともに、

効果の検証結果等を踏まえ、取組のブラッシュアップを図ることが重要です。 

 

（２）検証結果等を踏まえた戦略の改訂 

総合戦略については、上記の検証結果や県議会での審議、取組にかかる予算措置の

状況等を踏まえ、必要に応じて具体的な取組方向等を見直し、改訂します。 

なお、重要業績評価指標（ＫＰＩ）については、国が創設予定の新型交付金への対

応や県の平成 28年度当初予算での議論、さらに平成 27年度中に策定予定の「みえ県

③大規模災害に備えた防災・減災対策 

 

④公共施設等の効果的・効率的な維持管理 
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民力ビジョン・第二次行動計画（仮称）」における県民指標や活動指標の項目、目標

値の設定状況を踏まえ、平成 27年度中に策定する改定版で必要な修正を行います。 

 

（３）推進体制 

①庁外 

三重県地方創生会議において、総合戦略の改訂等について議論をしていただくとと

もに、同会議に検証部会を設置し、より客観的、効果的に取組の見直しを行います。 

②庁内 

三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略策定推進本部において、三重県地方創生会

議における意見等を踏まえ、総合戦略の改訂にかかる審議や総合戦略を効果的に推進

するための庁内の総合調整などを進めるとともに、「みえ県民力ビジョン・第二次行

動計画（仮称）」の進行管理とも連動させることで、より効果的にＰＤＣＡサイクル

を回していきます。 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

三重県まち･ひと･しごと創生総合戦略(仮称) 

最終案 
 

平成 27（2015）年９月 

三重県戦略企画部企画課 

〒514-8570 津市広明町１３番地 

Ｔｅｌ：０５９－２２４－２０２５ 

Ｆａｘ：０５９－２２４－２０６９ 

E-mail：kikakuk@pref.mie.jp 

URL:http://www.pref.mie.lg.jp/KIKAKUK/HP/sousei/ 



 

 

 


